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本市は、明治 31 年（1898 年）に第 11 師団が設置され、総本⼭善通寺の⾨前町と軍都という異質の要
素が共存するまちとして発展してきました。そのため、旧善通寺偕⾏社やレンガ造などが残る歴史的な市街地を形
成しています。市街地においては、昭和 63 年（1988 年）８⽉に、初めて⽤途地域が指定され、平成８年
（1996 年）５⽉に法改正により⾒直しを⾏ってきました。現在は、主に善通寺駅周辺と⾦蔵寺駅東側に⽤途
地域を設定している状況です。 

こうした中、モータリゼーションの進展や農業従事者の減少等を背景に、⽤途地域外での無秩序な開発が進展
しています。⼀⽅、⽤途地域内においては、建て詰まりや狭隘道路の問題から、⼟地や建物が更新されず、空き
家・空き地がまばらに点在する「都市のスポンジ化」が発⽣しています。 

「都市のスポンジ化」すなわち市街地の空洞化・拡散が進⾏することにより、医療、福祉、商業等の⽣活サービ
ス、公共サービスの提供や維持が困難となることが予想されます。そのため、都市構造のあり⽅を根本的に⾒直し、
公共交通等と連携しながら、コンパクトな都市構造へと転換していくことが今後の⾃治体運営にとって極めて重要
です。 

⽴地適正化計画は、これまでの拡⼤基調のまちづくりから、コンパクトで持続可能なまちづくりへと転換を図り、多
様化する市⺠・社会ニーズに適切に対応するために制度化されました。本市においても、⽴地適正化計画を活⽤
し、医療・福祉施設、教育・⽂化施設、そして商業施設や居住地等をある程度まとまって⽴地させ、⾼齢者を始
めとする全ての住⺠の利便性向上のため、これらの施設等にアクセスしやすい公共交通のあり⽅も含めて、都市全
体の構造を⾒直すこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市のコンパクト化の必要性について １-１ 

◇ 市街地の拡散・都市のスポンジ化 

・⽤途地域外に市街地が無秩序に拡⼤ 
（本来は⽤途地域内に開発を誘導すべき） 
・中⼼部は、接道要件を満たさず、敷地⾯積も狭
⼩な住環境のため、スポンジ化が進展 

（空き地と空き家で『スカスカ』） 
・今後ますます管理       ⼟地・建物が増
え、⼟地利⽤や防犯上の問題が発⽣ 

（所有者不明⼟地、⽕災・地震のリスク増⼤） 

都市のコンパクト化による「賢い」⼟地の使い⽅ 
○ 将来にわたり⼀定エリアで⼈⼝密度を維持することで、商業・医療・公共交通を維持できる 
○ ⾼齢者や⼦どもなどの交通弱者も徒歩または公共交通で⽣活できる 
○ 集中的に社会資本に投資ができ、⾏政コストの削減・節約ができる 

◇ 行政コストの増大・利便性の低下 

・無秩序に拡がる市街地のインフラについての維持
管理が発⽣し、対応ができなくなる 

（道路・下⽔道・都市公園など 管理 困難） 
・中⼼部で都市施設が維持できなくなり、まちなか
の賑わいが低下 

（本市においては商業施設や観光施設等） 
 ⾃動⾞を使えない⾼齢者や⼦どもなど 不便  
（⼈⼝がまばらだと公共交通も維持できない） 
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コンパクトシティをめぐるよくある誤解 

全  ⼈⼝ 集約 
⽤途地域外 住 全  居住者
（住宅） ⼀定    （⽤途地
域内等） 集約         

強制的 集約 
居住者（住宅） 強制的 短期間

 移転            

⼀極集中 
市内  最 主要 拠点 

（善通寺駅周辺）１ 所  全  
集約         

 

都市      化  強制的 市街地 移住             拠点 多極化 公共交通 利便
性 向上   緩   居住 誘導    ⻑ 年⽉    形成          

⽴地適正化計画      ⾔葉      先⾏            （都市      化） 進  
      平成 26 年（2014 年） 施⾏   改正都市再⽣特別措置法（以下 都市再⽣法） 基 
 創設       

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

（１）立地適正化計画の考え方 

全  ⼈⼝ 集約 図       
 

郊外 居住者 市街地 強制的 集約  
          

誘導   集約 
 

都市      化  理解 深      
      踏   時間    誘導    

⽴地適正化計画 

○改正都市再⽣特別措置法の施⾏（平成 26 年８⽉１⽇）の概要 
 

・⾔葉      先⾏               具体的 表現   都市計画 ⼀部   制度化 
 ・都市全体をマネジメントして、効率的に都市の経営が⾏えるような⽅法として、居住を積極的に進めるエリア

 福祉 医療 商業等 都市 必要 機能 ⽴地 積極的 進         公共交通 充実等 
関  包括的        （⽴地適正化計画） 作成 国 ⽀援 

多 極 化 
 

全  中⼼ 集約        郊外  
拠点 適切 配置  同時 交通利便性 
⾼       

都市      化  
強制的 ⼈⼝ 都市
施設 集約     
     

都市      化  
⻑ 年⽉    住 
           
 考 ⽅    

立地適正化計画とは １-２ 
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■対象区域 

⽴地適正化計画は、国⼟利⽤計画法 定    ５地域    都市地域（都市計画区域 相当  
地域） 対象       ５地域 各個別法 運⽤      本市 ５地域 ⾹川県⼟地利⽤基本計
画書 指定       本市   ⾃然保全地域 除 ４地域       

特 都市機能誘導区域 居住誘導区域      ⽤途地域内 定     望            
 

地域区分 国土利用計画法上の規定 運用 

都市地域 一体の都市として総合的に開

発し、整備し、及び保全する必

要がある地域 

都市計画法第５条により都市計画区域として指定さ

れている又は指定されることが予定されている地域 

農業地域 農用地として利用すべき土地

があり、総合的に農業の振興を

図る必要がある地域 

農業振興地域の整備に関する法律第６条により農業

振興地域として指定されている又は指定されること

が予定されている地域 

森林地域 森林の土地として利用すべき

土地があり、林業の振興又は森

林の有する諸機能の維持増進

を図る必要がある地域 

森林法第２条第３項に規定する国有林の区域又は同

法第５条第１項の地域森林計画の対象となる民有林

の区域として定められている又は定められることが

予定されている地域 

自然公園地域 優れた自然の風景地で、その保

護及び利用の増進を図る必要

があるもの 

自然公園法第２条第１号の自然公園として指定され

ている又は指定されることが予定されている地域 

自然保全地域 良好な自然環境を形成してい

る地域で、その自然環境の保全

を図る必要があるもの 

自然環境保全法第 14条の原生自然環境保全地域、同

法第 22 条の自然環境保全地域又は同法第 45 条第１

項に基づく都道府県自然環境保全地域として指定さ

れている又は指定されることが予定されている地域 

 

 
  

（２）立地適正化計画の対象区域・定める事項 
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■定める事項 

⽴地適正化計画は、都市計画区域を対象区域として都市の⽅針や将来都市構造を定めるほか、都市機
能を誘導する区域や誘導する施設、居住を誘導する区域、そしてそれらを実⾏するための施策を定めます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

項 目 記載事項 定 め る 内 容 

⽴地適正化 
計画区域 

 ⽅針 ・都市の⽅針・将来都市構造 等 

 都市機能誘導 
区域・誘導施設 

 区域 
 施設 
 施策 

・都市機能増進施設の⽴地を誘導すべき区域・施設 
・都市機能増進施設の⽴地を誘導するために市町村が講ずべき施
策に関する事項 等 

  
居住誘導区域  区域 

 施策 

・居住を誘導すべき区域 
・居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区域に
居住を誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項 等 

  

病院 

駅

商業 

都市計画区域 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 

誘導施設 

資料 国⼟交通省 改正都市再⽣特別措置法等について 
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■本市の対象区域 

本市 全域 都市計画区域   指定    
        市全域 本計画 対象区域   
特 ⽤途地域      都市機能誘導区域 居
住誘導区域 主 検討区域       

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■本計画の目標年次 

本計画は将来の姿を展望した⻑期的な時間軸の中で取り組みを進めていく必要があることから、概ね 20 年後
 令和 22 年（2040 年） ⽬標年次      

    ５年毎 計画 進捗状況 管理  総合計画 都市計画       等 上位計画 併   ⾒
直  図     

   本計画  平成 31 年（2019 年）4 ⽉時点     基 作成        

（３）善通寺市における立地適正化計画 

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

用途地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

準住居地域

◇本計画における地図情報のベース図について 

ベース図は、国土交通省 国土数値情報、国土地

理院 基盤地図情報、香川県 都市計画基礎調査を

基に作成しています。 

都市計画区域 

3,993ha 

用途地域 

456.1ha 

※平成 31 年（2019 年）４⽉時点 
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■本計画を取り巻く体系 

本計画は、都市再⽣特別措置法第 82 条 基   都市計画法第 18 条 ２第 1 項 規定   定  
市町村 都市計画 関  基本的 ⽅針 善通寺市都市計画         ⼀部            
   善通寺市都市計画        両輪     将来都市像等 実現 ⽬指     

   ⾹川県 定  広域            中讃広域都市計画区域 整備 開発及 保全 ⽅針  
 整合 図    他 関連計画等  連携    本計画 策定     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）善通寺市立地適正化計画の位置づけ 

上位・関連計画の整理 １-３ 

 第５次善通寺市総合計画 
善通寺市人口ビジョン／善通寺市まち・ひと・しごと創生総合戦略

中讃広域都市計画区域の 
整備、開発及び保全の方針 

 

善通寺市の関連計画 

◇市街地の計画 
・善通寺市新庁舎建設基本計画 
・善通寺市新図書館整備基本構想・建設基本
計画 

・善通寺市バリアフリー歩行空間ネットワー
ク整備計画 

◇景観の計画 
・善通寺市景観計画 

◇その他の計画（環境・エネルギー） 
・第２次善通寺市環境基本計画 
◇その他の計画（子育て） 
・善通寺市子ども・子育て支援事業計画 
◇その他の計画（福祉） 
・第２次善通寺市地域福祉計画・地域福祉活
動計画 

・第７次高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画 

◇公共施設の計画 
・善通寺市公共施設等総合管理計画 
・善通寺市市営住宅長寿命化計画 

 
善通寺市都市計画マスタープラン  （都市計画法第 18条の２） 

善通寺市立地適正化計画 （都市再生法第 82条）

（都市計画マスタープランの一部とみなされる） 

相互連携 

整合 都市計画に関する事項 

善通寺市の上位計画 香川県の上位計画 
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■本計画の役割 

上位計画のうち、善通寺市総合計画と善通寺市都市計画マスタープランは令和２年（2020 年）度までと
なっており、今後⾒直しが⾏われます。そのため本計画は、今後⾒直される上位計画に先⽴つものとして、本市の
都市のあり⽅を決める極めて重要な計画です。 

 
計画 根拠法・指針等 策定年次 

上
位
計
画 

中讃広域都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針 
都市計画法 平成 24年（2012 年） 

第５次善通寺市総合計画 

 
地方自治法 平成 23年（2011 年） 

善通寺市人口ビジョン／善通寺市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略 

まち・ひと・しごと 

創生法 
平成 27年（2015 年） 

善通寺市都市計画マスタープラン 

 
都市計画法 平成 26年（2014 年） 

市
の
関
連
計
画 

善通寺市新庁舎建設基本計画 

 
－ 平成 28年（2016 年） 

善通寺市新図書館整備基本構想・建

設基本計画 
－ 平成 30年（2018 年） 

善通寺市バリアフリー歩行空間ネッ

トワーク整備計画 
－ 

（旧バリアフリー法） 
平成 15年（2003 年） 

善通寺市公共施設等総合管理計画 

 

公共施設等総合管理計画の

策定要請 
平成 29年（2017 年） 

善通寺市市営住宅長寿命化計画 

 

公営住宅等長寿命化計画 

策定指針 
平成 25年（2013 年） 

善通寺市景観計画 

 
景観法 平成 24年（2012 年） 

第２次善通寺市環境基本計画 

 
環境基本法 平成 23年（2011 年） 

善通寺市子ども・子育て支援事業計

画 
子ども・子育て支援法 平成 27年（2015 年） 

第２次善通寺市地域福祉計画・地域

福祉活動計画 
社会福祉法 平成 27年（2015 年） 

第７次高齢者保健福祉計画・介護保

険事業計画 

老人福祉法 

介護保険法 
平成 30年（2018 年） 
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■将来像・市街地像に関する計画 

本市   住        着⽬  多  ⼈  住      住        思    ⽬指       
 本市 市街地像  多  公共機関 集         重要 要素        本計画   快適 住
       ⽬指  都市機能 居住 誘導 努  必要       

 

本市の最上位の計画である第５次善通寺市総合計画においては、「住んでみたい・住みつづけたい まち 
善通寺」が将来像として掲げられています。 

⾹川県の中讃広域都市計画区域マスタープランにおいては、本市の中⼼市街地は地域拠点として設定さ
れています。また、⼤学・⾼校・病院などの公共機関を有する「ゆとりある市街地を形成する中⼼市街地」が市
街地像として掲げられています。 

 

 

 

 

 
 

 

  

（２）上位・関連計画の反映・検討すべき事項 

資料 ⾹川県 中讃広域都市計画区域       
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■人口目標に関する計画 

善通寺市⼈⼝ビジョンの⼈⼝⽬標は 令和 22 年（2040 年）時点  国⽴社会保障 ⼈⼝問題研究所
（社⼈研） 発表   3,000 ⼈  ⼈⼝減少 改善           本計画       ⼈⼝減少 
改善   区域 実現   検討     必要    

 

社⼈研の平成 25 年推計（平成 22 年国勢調査   ）       推移   令和 22 年（2040
年）に 24,681 ⼈と 25,000 ⼈を下回ると予測されています。それに対して、善通寺市⼈⼝ビジョンでは、令
和 22 年（2040）年 27,790 ⼈の⼈⼝を確保し、社⼈研の発表より 3,000 ⼈程度 改善 図   と
されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 善通寺市 ⼈⼝    

2040 年に約 3,000 人改善 

◇国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の発表について 

・社人研は、国勢調査をベースにして、将来の予測される人口を市町村別に推計しています。 

・善通寺市人口ビジョンは平成 27年（2015 年）に策定されており、当時の社人研の推計（平成 25 年

推計）は平成 22年国勢調査をベースにしたものです。現在は、平成 27 年国勢調査をベースにした

推計（平成 30年推計）も発表されていることから、本計画においては、平成 27 年国勢調査ベース

の推計（平成 30年推計）を使用することとします。 

・また立地適正化計画の目標人口は、国の方針によって、人口ビジョンの目標ではなく、社人研の推

計に基づくこととされています。 
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■地域区分・拠点及びネットワーク軸に関する計画 

本市  ８  地域区分 基本             拠点同⼠ 公共交通等            ⽬
指      本計画  地域   連携 図     新  都市構造 検討       必要    

 

都市計画マスタープランにおいて、本市は８つの地
域に区分されています。８つの地域区分は、⾃治会
単位を基調としています。 

また８つの地域区分には、１つの中枢拠点と８つ
のコミュニティ拠点が位置づけられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市計画マスタープランにおいて、広域連携軸を強
化  広域交通      軸 形成  市⺠⽣活 
都市活動を⽀える交通ネットワーク軸の形成が⽬標と
されています。 

その上で、持続可能な公共交通ネットワーク、⾃転
⾞ 含  交通体系 ⽬指       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○８つの地域区分 

・中心地区   ・東部郊外地区 

・西部地区   ・南部地区 

・竜川地区   ・与北地区 

・筆岡地区   ・吉原地区 

資料 善通寺市 都市計画       

交通ネットワーク軸 

○広域交通ネットワーク軸 

・四国横断自動車道 

・国道 11 号 

・国道 319 号 

・善通寺詫間線 

・善通寺多渡津線 

・善通寺綾歌線 

・多渡津善通寺線 

・ＪＲ土讃線 

地域区分 拠点 
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■市街地に関する計画 

本市   市庁舎 建替  予定       本計画   市庁舎 建替  併  都市機能 集約 
検討  必要       

本市        法 基  移動円滑化 基本構想 策定        旧交通      法 基  
計画 定        今後       法（新法） 基   必要 応  基本構想 策定  上  本
計画 誘導区域 連携 図    必要       

 

新庁舎建設基本計画においては、市庁舎が JR 善通寺駅より 200m の市中⼼部で建替えられる予定とさ
れています 敷地内   善通寺市美術館 旧善通寺偕⾏社 ⽴地       

善通寺市      歩⾏空間      整備計画      市街地中央部 中⼼    ⾼齢者 障
  者 多 居住  地域 ⽇常⽣活 社会⽣活    市⺠   利⽤ 多 公共的 施設 集中   
 地域 重点整備地区   設定       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料 善通寺市 新庁舎建設基本計画

○重点整備地区・重点整備路線の要件 

・高齢者や障がい者が日常生活又は社会生活にお

いて利用すると認められる官公庁施設、福祉施設そ

の他の所在地を含む地区 

・特定旅客施設（駅、バス停等）、特定旅客施設と主

要施設間の経路等、移動円滑化のための事業が実

施されることが特に必要であると認められる地区 

・総合的な都市機能の増進を図る上で有効かつ適切

であると認められる地区 

・総本山善通寺周辺の新四国のみち 

資料 善通寺市      歩⾏空間      整備計画
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■公共施設に関する計画 

本市   建築系 公共施設 30 年間 35%以上縮減             市営住宅  ⽴地  
           連携   集約化 図          本計画   都市機能 居住 誘導 併   
公共施設 集約化 検討  必要        

 

公共施設等総合管理計画      安全性 確保 将来 ⾒据  価値 創出 維持管理   
 不⾜ 背景  ⾒直  視点 定          中 建築系施設      令和 27 年
（2045 年）   今後 30 年間  総延床⾯積 35％以上 縮減 ⽬標        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営住宅⻑寿命化計画    
  現在 723 ⼾  260 ⼾ ⽤
途廃⽌   予定         
 今後 団地 再編     効率
的 住宅供給 図        
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○公共施設の見直しの視点（建築系施設） 

(１)量の見直し   

 施設総量の適正化 

 機能の複合化等による効率的な施設配置 

(２)質の見直し 

 予防保全の推進 

 長寿命化等の推進 

(３)コストの見直し 

 ライフサイクルコスト(LCC)の縮減 

 維持管理費用の適正化 

 民間活力の導入 

○公共施設の見直しの視点（インフラ施設） 

(１)量の見直し   

 中長期的視点からの適正供給 

(２)質の見直し 

 予防保全の推進 

 長寿命化等の推進 

(３)コストの見直し 

 ライフサイクルコスト(LCC)の縮減 

 維持管理費用の適正化 

 民間活力の導入 

 

資料 善通寺市 公共施設等総合管理計画

○総合的なストック活用の基本方針（市営住宅） 

(１)入居者の安全性、居住水準の確保 

 建替、用途廃止、改善・修復等の手法を適切に選択する 

 家賃負担等に配慮しつつ、過大とならない適切な規模の住宅の確保に留意する 

(２)団地の再編による効率的な住宅団地の整備及び管理 

 立地バランスやまちづくりなどの施策との連携等に配慮し、団地の再編を進める 

(３)計画的な修繕・改善等による長期活用 

 適切な手法を選択し、計画的な修繕・改善を適切に図る 

 市営住宅の家賃収入を修繕・改善等への適切な充当を維持する 

(４)適切な入居者管理の実施 

 収入超過者等に対し、転居先住宅の斡旋支援などを行いつつ、明け渡し等の適切な対応を

図る 

 世帯規模と住戸規模のミスマッチの解消を図るため、市営住宅内での適切な住み替えやソ

ーシャルミックスを推進する 

資料 善通寺市 市営住宅⻑寿命化計画
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■地域資源に関する計画 

本市   総本⼭善通寺 ⾨前町    歴史  旧陸軍   軍都    歴史        地域資源
 市内 多 残      本計画       地域資源 市⺠ 観光客 賑   交流 創出 活⽤    
必要       

 

景観計画においては、歴史⽂化拠点    総本⼭善通寺 中⼼   寺院   旧陸軍 施設等 多 
指定されています。特に総本⼭善通寺の五重塔の眺望について、市内各所から望むことができるようにすること
とされています  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 善通寺市 景観計画

○歴史文化の景観拠点の方針 

方針① 歴史・文化系景観資源としての建造物や史跡等の保全 

 歴史・文化系景観資源としての価値の高い建造物などについて、景観資源として位置づけ、

その保全に努める 

 現在、文化財等の位置づけがないものの、地域において歴史・文化的価値の高いもの等、

身近な歴史・文化系景観資源について把握し、活用を検討する 

方針② 眺望景観の保全・活用 

 総本山善通寺の五重塔は、市のシンボル的な景観要素であることから、市内各所から市街

地を望む景色の中に必ず捉えることのできる眺望として景観形成・誘導により景観の保全

を図る 

 市内各所の眺望点からの眺望景観においても、五重塔を望むことのできる景観として保全

と情報発信を図り、市民や観光客への意識啓発を図る 

 その他、市内随所にある歴史的建造物等を望むことのできる歴史的な眺望景観において

は、その周辺の景観に配慮し、眺望景観の保全・活用を図る 



第２章 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

善通寺市における都市の現状・問題 

 
 

  

第２章 



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

16 

  

■立地適正化計画で明らかにすべき都市の課題 

本計画  都市全域 ⾒渡             医療 福祉 商業等 都市機能 居住 誘導    将
来 ⽬指   都市像 実現   戦略     意味合  持          都市      問題 抱 
      20年後  持続可能 都市        姿 ⽬指    分析  解決   課題 抽出  必
要       

⼀⽅ 都市   少⼦⾼齢化 進展 公共交通 衰退 公共施設      維持費 増⼤ 農業従事者 
減少 農地 ⾍⾷ 的 開発   市街地 拡散   多種多様 問題 混在           各分野 
横断的 分析  上  都市 課題 ⾒極  必要       

 

■現況分析・課題の抽出等の流れ 

課題 抽出       少    都市全体 （   的 ） ⼈⼝増減 ⾼齢化等 現状 推移 産業 
経済状況   把握  必要            都市 各地域 対象 （   的 ） ⼈⼝分析 結果
等 重 合      公共交通 都市機能 災害等 把握  必要          分析      ⾏   
  特 懸念   課題 明確    都市機能 居住    誘導    ⾃  ⾒         踏    
本計画 ⽅針 誘導施策 検討     

本計画   都市 問題 以下 図 ⽰ ６  分野 整理  都市 課題 抽出     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）現況分析の役割 

立地適正化計画における現況分析の役割・意義 ２-１ 

災害 人口 

善通寺市 

立地適正化計画 
産業・観光・ 

経済 
土地利用 

都市施設・ 
都市基盤 公共交通 
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◇人口 

⼈⼝の動向は、都市の形成において重要な要素の 1 つです。⾃治体の最上位計画である総合計画や総合戦
略では、⼈⼝⽬標を設定することが多くなっていることからも、⼈⼝が都市の⽬標や将来像に強く関与することが分
かります。本計画では、都市のコンパクト化を主な⽬的としていることから、市街地内外の⼈⼝増減や⾼齢化率の
推移などの把握が特に重要と⾔えます。また、地域別の⼈⼝を検証することで、地域の盛衰が把握でき、拠点とし
てふさわしい場所はどこか等、誘導区域の設定にもつながると考えられます。 

 
◇土地利用 

⼟地利⽤は、都市計画として規制・誘導をしながら、⽅向性を定めることができます。しかし、計画的な⼟地利
⽤がなされないことも多く、簡単に計画が実⾏できるものではなく、詳細な分析を重ねながら、適切な⼟地利⽤を
検討することが必要です。本計画は、都市機能誘導区域・居住誘導区域を定めることで、⼟地利⽤を誘導してい
こうとするものです。そのため、現状がどうなっているのか、これまでの計画がきちんと実現されつつあるかを把握する必
要があります。 

 
◇公共交通 

本計画は、都市機能や居住を市街地周辺に誘導することを⽬的としていますが、⼀⽅でそうした誘導を強制す
るものではなく、誘導区域外における居住者の利便性も同時に保つ必要があります。また、そうした誘導区域外で
は、今後ますます⾼齢化が進展し、⾃動⾞を運転できない⼈も増えてくることが予想されています。そのため、都市
のコンパクト化と併せて、公共交通が担う役割を再整理し、誰もが暮らしやすい都市を検討していく必要がありま
す。 

 
◇都市施設・都市基盤 

⽇本全⼟で⼈⼝減少や少⼦⾼齢化が進展している中、都市施設・都市基盤における維持管理費は計画的
に縮⼩していかなければなりません。そうした中で、都市のコンパクト化と都市施設・都市基盤が連動しながら、利
便性の⾼い都市をつくっていく必要があります。現状の⽴地や今後の計画を把握し、財政が縮⼩していく中でも、持
続可能な都市施設・都市基盤を⽬指すことが必要です。 

 
◇産業・観光・経済 

都市では、さまざまな経済活動が⾏われており、それらを包括した⼀体的な空間を都市と呼ぶこともできます。特
に本市では、⼤学・専⾨学校等があり、若い⼈が⼀定程度流⼊しているものの、卒業等と同時に市外へ流出して
しまっています。こうした若い⼈を外に逃がさないためにも、都市のあり⽅を産業・観光・経済の観点から検証していく
ことが重要と⾔えます。 

 
◇災害 

近年、⼤規模地震や集中豪⾬等が多発し、安全な都市を形成することが必須となっています。平成 30 年 7
⽉豪⾬では、本市を含めて、中四国地⽅に⼤きな被害が⽣じました。そうした災害が起きても、甚⼤な被害が出な
いよう、都市機能や居住を安全な場所に誘導することが必要であり、本計画の重要な⽬的の１つとなっています。 

（２）分野ごとの分析の意義 
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実績 推計

 

■総人口の推移・見通し 

本市の平成 27 年（2015 年）時点における総⼈⼝は 32,927 ⼈です。社⼈研の推計（平成 30 年推計）
では、本計画の⽬標年次である令和 22 年（2040 年）には 26,650 ⼈になると予測されており、今後 25 年
間で⼈⼝が６,000 ⼈以上減少するものと考えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）総人口の推移 

人口に関する現状・問題 ２-２ 

資料 総務省 国勢調査、社⼈研推計⼈⼝（平成 30 年推計）

総人口の推移・見通し 
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■国・県との比較 

総⼈⼝は、国が平成 22 年（2010 年）頃、県が平成 12 年（2000 年）頃から減少しているのに対し、
本市は平成２年（1990 年）頃から減少傾向にあり、今後も国・県よりも減少傾向が強いと予測されます。 

⼀⽅で、⾼齢化率（65 歳以上の割合）は、県よりも緩やかに推移しており、今後は国・県よりも低い値にな
ると予測されています。 

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

国の総人口 香川県の総人口 善通寺市の総人口

国・県との比較（総人口）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

国の高齢化率 香川県の高齢化率 善通寺市の高齢化率

国・県との比較（高齢化率）

資料 総務省 国勢調査、社⼈研推計⼈⼝（平成 30 年推計）

実績 推計 

実績 推計 

※昭和 55 年（1980 年）を１として比較 
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■人口構成 

本市 昭和 55 年（1980年） 平成 27 年（2015 年） ５歳階級別 男⼥別⼈⼝ ⽐較    年少
⼈⼝ 減少 ⽼年⼈⼝ 増加 特 顕著    

⼀⽅  陸上⾃衛隊善通寺駐屯地 ⼤学 専⾨学校 四国        医療          ⾹川県
全体 ⽐  15 24 歳 中⼼   ⼈⼝（特 男性） ⽐較的多         
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■自然増減・社会増減 

⾃然増減・社会増減とも減少数の⽅が多く、⼈⼝減少の傾向にあります。 
また、平成 22 年（2010 年）の転出者の急増は、⾃衛隊の旅団再編による⼀時的なものです。このことから

も、本市の社会増減は⾃衛隊の影響が⼤きいことが分かります。 
 

 
  

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 

-139 

41 

-83 -75 

-186 
-283 

-107 

-715 

-9 

-358 -324 

-208 
-133 

304 271 262 
319 316 301 302 300 279 287 

244 
296 266 

313 342 
392 389 376 382 364 

411 417 417 404 411 415 

1,999 

2,353 

2,056 
2,173 

1,881 1,848 

1,956 
2,035 

2,119 

1,781 

1,922 
1,880 

1,972 

2,129 

2,241 

2,009 

2,178 

2,007 
2,050 

2,001 

2,639 

1,990 

2,009 
2,086 

1,973 

1,956 

-800

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成15年 平成17年 平成19年 平成21年 平成23年 平成25年 平成27年

（人口増減：人）

転入・転出、出産・死亡の推移と人口増減（善通寺市）

人口増減数 出生数 死亡者数 転入者数 転出者数

自衛隊の旅団再編

（自然増減・社会増減：人）



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

22 

■近隣市町との比較 

⼤学・専⾨学校や⾃衛隊に⼊学・⼊隊する 15 19 歳の世代では転⼊超過ですが、その他の若い世代では
転出超過となっており、⼤学⽣や新社会⼈として流⼊した後に流出している傾向があります。⼀⽅、隣接の丸⻲
市では、近隣市町と⽐較しても 20 代後半から 40 代前半の流⼊が多くなっています。 
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■人口分布 

⽤途地域内   平成７年（1995 年）  40 ⼈/ha 以上 ⼈⼝ 集積  60 ⼈/ha 以上     
多          平成 27 年（2015 年）     ⽤途地域内           60 ⼈/ha  下回 
           

    推移    ⽤途地域内 ⼈⼝密度 今後 低下 続  本計画 ⽬標年次   令和 22 年
（2040 年）           40 ⼈/ha  下回  想定        

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）地域別の人口推移 

0 3,000m1,000 2,000 

資料 善通寺市 市作成データ

平成７年（1995 年）の人口分布 

※国勢調査・社⼈研推計⼈⼝（平成 30 年推計）を基に作成 

平成 27 年（2015 年）の人口分布 

令和 22 年（2040 年）将来人口分布 
※０人になっているところは 100m メッシュ当たりの

人口密度が 1 人/ha 未満になっているところ 

Ｎ
基本事項

市域

都市計画区域
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用途地域
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80人以上
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人口分布（100mメッシュ）

10～20人
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■人口増減 

平成７年（1995 年）から平成 27 年（2015 年）まで、⽤途地域内で⼈⼝が減少する⼀⽅、⽤途地
域縁辺部や丸⻲市境で⼈⼝が増加するなど、市街地の拡散・低密度化が進⾏しました。 

平成 27 年（2015 年）から令和 22 年（2040 年）では、ほぼ市全域で⼈⼝が減少し、特に⽤途地域
内で、激しい⼈⼝減少が発⽣することが予測されます。 
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Ｎ

資料 善通寺市 市作成データ
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人口増減数（平成７年→平成 27 年） 

人口増減数（平成 27 年→令和 22 年（2040 年））

※国勢調査・社⼈研推計⼈⼝（平成 30 年推計）を基に作成 
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■区域別人口 

⾯的な観点では、今後、⽤途地域内・⽤途地域外ともに⼈⼝が減少していくものと推計されます。特に⽤途
地域内については、急激に⼈⼝が減少し、⼈⼝密度が低下していきます。 
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資料 善通寺市 市作成データ※国勢調査・社⼈研推計⼈⼝（平成 30 年推計）を基に作成 
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⾼齢化が市内の広い範囲で進⾏しており、平成 27 年（2015 年）時点で全ての地区が超⾼齢社会とな
っています。 

特に南部・与北・吉原地区においては、⾼齢化率が 30％を超えるなど顕著となっています。 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）高齢化率の推移 
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資料 善通寺市 住⺠基本台帳

⾼齢化率     

⾼齢化率とは、65 歳以上の⾼齢者⼈⼝（⽼年⼈⼝）が総⼈⼝に占める割合を指します。⼀般的に
は、⾼齢化率の進⾏段階は以下のように分類されます。 
 

 ●⾼齢化率７ 14％未満 
→⾼齢化社会 

●⾼齢化率 14 21％未満 
→⾼齢社会 

●⾼齢化率 21％以上 
→超⾼齢社会 
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■DID の面的広がり 

DID とは、国勢調査区のうち⼈⼝密度の⾼い調査区（原則として⼈⼝密度が１k ㎡当り約 4,000 ⼈以上）
が隣接して、⼈⼝ 5,000 ⼈以上を有している区域のことです。 

本市の DID は、昭和 35 年（1960 年）から平成２年（1990 年）にかけて⽤途地域のほぼ全域に拡⼤
し、その後、少し縮⼩しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）ＤＩＤの推移 

DID の面的広がり 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査
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■DID の人口密度の推移 

DID の⼈⼝は、昭和 50 年（1975 年）の 14,933 ⼈をピークに、減少を続けています。また、⾯積は平成
２年（1990 年）の 3.40k ㎡をピークに減少を続けています。 

⼀⽅、⼈⼝密度は、昭和 35 年（1960 年）より⼀貫して下がり続けており、市街地が薄く拡⼤しているの
が分かります。 

 

  

資料 総務省 国勢調査

国勢調査年
昭和
35年

昭和
40年

昭和
45年

昭和
50年

昭和
55年

昭和
60年

平成
２年

平成
７年

平成
12年

平成
17年

平成
22年

平成
27年

DID人口 13,213 13,882 13,810 14,933 14,744 14,352 14,235 12,966 11,949 10,908 9,926 9,250

面積(k㎡) 1.70 2.00 2.30 2.90 3.20 3.20 3.40 3.10 3.01 2.97 2.93 2.84

人口密度（人/ha） 77.7 69.4 60.0 51.5 46.1 44.9 41.9 41.8 39.7 36.7 33.9 32.6

13,213 

13,882 13,810 

14,933 14,744 
14,352 14,235 

12,966 

11,949 

10,908 

9,926 

9,250 

77.7 

69.4 

60.0 

51.5 

46.1 
44.9 

41.9 41.8 
39.7 

36.7 
33.9 

32.6 

9.09 8.87 8.83 9.54 9.54 9.67 9.62 9.36 9.12 8.89 8.47 8.25 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（人/ha）（人） DIDの人口・人口密度の推移

DID人口

DID人口密度

市の人口密度
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本市 ⼈⼝ 関  現状 問題     以下 取        

 
◇総人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

◇地域別の人口推移 

 

 

 

 

 

◇高齢化率の推移 

 

 

 

 

◇ＤＩＤの推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）人口に関するまとめ 

・⽤途地域内ではかつて 60 ⼈/ha のところも多くみられたが、今後、40 ⼈/ha を下回る
・⽤途地域内で⼈⼝が減少する⼀⽅、⽤途地域縁辺部や丸⻲市境 ⼈⼝ 増加     
・⽤途地域内     ⼈⼝密度 急速に低下し続けている 

・平成 27 年（2015 年）  令和 22 年（2040 年）の 25 年間 、総⼈⼝が 6,000 ⼈以上減少
・総⼈⼝は国・県よりも減少傾向が強いものの ⾼齢化率 国・県よりも緩やかに進む 
・⾃衛隊の駐屯地、⼤学・専⾨学校などがあり、県よりも若 ⼈⼝（特に男性）が多い 
・⾃然増減・社会増減とも減少数の⽅が多く、⼈⼝減少の傾向にある 
・15 19 歳の世代で転⼊超過の⼀⽅、その他の若 世代で転出超過 

・平成 27 年（2015 年）時点     8 地区全  超⾼齢社会（⾼齢化率 21%以上） 
・特に南部・与北・吉原地区において、⾼齢化が顕著 

・DID の⾯積は、昭和 35 年（1960 年）  平成 2 年（1990 年） かけて⽤途地域のほぼ全域に
拡⼤し、その後少し縮⼩ 

・DID の⼈⼝は、昭和 35 年（1960 年）以降、⼀貫して下がり続けており、市街地が薄く拡散 

○ 市街地 拡散 
⽤途地域内 ⼈⼝ 減少  ⼀⽅ ⽤途地域外 ⼀部 ⼈⼝ 増加        結果 DID

及 ⽤途地域内 既存 市街地 ⼈⼝密度 急速 低下       
DID 及 ⽤途地域内 ⼈⼝密度 低下    既存 住宅     活⽤    空 家化 空 

地化            整備    下⽔道 公園等     設備 無駄        拡⼤ 
 区域     新  都市施設整備 必要      ⾮効率 都市構造 都市経営       

○ 若 ⼈材 市外  流出 周辺地区 ⾼齢化 
本市  陸上⾃衛隊 駐屯地 ⼤学 専⾨学校等      ⽐較的多  若 ⼈ 流⼊    

⼀⽅      若 ⼈    卒業等 市外 流出     市内 住 続       現状   
         市内  ⾼齢化 進展     特 ⽤途地域外 周辺地区 顕著    
少⼦⾼齢化 進展    労働⼈⼝ 少       福祉費⽤等 増⼤       地域活動 

担 ⼿ 減少 防災    要⽀援者 増⼤ ⽀援者 減少等   地域 維持 困難       
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■都市地域（都市計画区域・用途地域）の状況 

本市は全域が都市計画区域に指定されています。本市のような⾮線引きの都市計画区域では、⽤途地域
は積極的に市街化を⽬指すべき区域と考えられます。本市では、善通寺駅⻄側と、⾦蔵寺駅東側を中⼼に設
定されています。しかし、駅前の⽤途地域が住居系である等、⾼度利⽤の妨げになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）土地利用の計画 

資料 善通寺市 市作成データ

土地利用に関する現状・問題 ２-３ 

用途地域 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

用途地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域
Ｎ

0 900m 300 600 

金蔵寺駅

善通寺駅 

※平成 31 年（2019 年）４⽉時点 
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■用途地域の面積割合 

本市の⽤途地域の⾯積は 456.1ha で都市計画区域に対する⽤途地域の⾯積割合は 11.4％です。類似
都市の平均⾯積割合は 17.9％であり、類似都市と⽐較しても⼩さくなっています。また、⾹川県内の⽤途地域
の指定がある市町においても、さぬき市・東かがわ市に次いで 3 番⽬に低い割合です。 

 

38.0%
24.1%

10.4%
6.9%

2.0%
4.1%

0.0%
6.9%

18.3%
4.9%

13.5%
7.6%

14.2%
10.1%

5.2%
5.5%

2.2%
2.5%

9.2%
20.0%

0.0%
12.8%

11.4%
12.5%

6.6%
15.7%

12.4%
5.5%

8.2%
0.0%
0.0%

17.4%
0.0%

11.7%
0.0%

6.4%
0.0%
0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

境港市
益田市
倉吉市
江津市
大田市
浅口市

瀬戸内市
備前市
赤磐市
真庭市
美作市
竹原市

安芸高田市
庄原市

江田島市
柳井市
長門市
美祢市

吉野川市
小松島市
美馬市
三好市

善通寺市
伊予市

八幡浜市
東温市
大洲市
西予市
南国市
須崎市
土佐市
宿毛市
香南市

四万十市
安芸市
香美市
室戸市

土佐清水市

用途地域

市街化区域

26.9%

18.2%

21.5%

11.4% 37.2% 6.6% 8.3%

65.3%

31.5%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%
都市計画区域に占める用途地域の面積割合（香川県内）

都市計画区域に占める市街化区域・用途地域の面積割合（中四国地方における類似都市）

資料 総務省 平成 27 年国勢調査 ※類似都市については、総務省の区分（平成 25 年データに基づくもの）を使⽤ 
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■用途地域の人口割合 

本市の⽤途地域における⼈⼝割合は、38.7％（国勢調査の調査区の積み上げによる概算の数字）です。
類似都市の平均⼈⼝割合は 60.5％であり、本市の⼈⼝割合は類似都市の平均を⼤きく下回っています。 

74.7%
79.0%

61.4%
63.1%

31.2%
22.7%

0.0%
55.4%

78.9%
52.1%

46.8%
80.7%

67.9%
20.8%

29.6%
51.0%

46.2%
63.2%

39.2%
61.2%

0.0%
0.0%

38.7%
57.9%

74.5%
63.1%

46.1%
51.3%

46.3%
0.0%
0.0%

76.0%
0.0%

59.8%
0.0%

57.9%
0.0%
0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

境港市
益田市
倉吉市
江津市
大田市
浅口市

瀬戸内市
備前市
赤磐市
真庭市
美作市
竹原市

安芸高田市
庄原市

江田島市
柳井市
長門市
美祢市

吉野川市
小松島市
美馬市
三好市

善通寺市
伊予市

八幡浜市
東温市
大洲市
西予市
南国市
須崎市
土佐市
宿毛市
香南市

四万十市
安芸市
香美市
室戸市

土佐清水市

用途地域

市街化区域

62.1%

41.9%

61.8%

38.7%

24.3% 25.9%

14.4%

100.0%

59.6%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

都市計画区域に占める用途地域の人口割合（香川県内)

※類似都市については、総務省の区分（平成 25 年データに基づくもの）を使⽤ 資料 総務省 平成 27 年国勢調査 

都市計画区域に占める市街化区域・用途地域の人口割合（中四国地方における類似都市）
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■農業地域・自然公園地域・森林地域の状況 
農業振興地域 ⽤途地域外   全域 指定           3割強 農⽤地区域 指定    

    
森林地域  市 東部 南部 ⻄部 ⼀部 地域森林計画対象⺠有林         保安林 市 

南部 指定        
⾃然公園地域  南部 市境周辺 ⾹⾊⼭等 指定        
  

 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 

  

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

Ｎ
農用地区域

農業地域

保安林

森林地域

普通地域

自然公園地域

農業振興地域 地域森林計画
対象民有林

特別地域

森林地域 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査

 

農業地域 

0 3,000m1,000 2,000 

自然公園地域 
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⽤途地域内に住宅⽤地・公益施設⽤地が集積しているものの、⽤途地域外にも農地としての⼟地利⽤に混
在して住宅⽤地が分散しています。 

また商業⽤地は主要道路の沿線に分布がみられ、⽤途地域外にも多数存在しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

  

（２）土地利用の現状 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域
水面

その他の自然地田

畑

山林 商業用地

工業用地

住宅用地

交通施設用地

公共空地農林漁業施設用地

公益施設用地

道路用地

その他の空地

土地利用種別
Ｎ

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査

土地利用現況 

0 2,000m1,500 500 1,000
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■開発行為の分布 

平成 24 年（2012 年）から平成 28 年（2016 年）にかけて、⽤途地域内で 11 か所、⽤途地域外で
41 か所と計 52 か所の都市計画法に基づく開発⾏為が⾏われています。 

特に店舗・その他の開発は、ほとんどが⽤途地域縁辺部や⽤途地域外で⾏われています。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）開発動向 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査

開発の動向 

（平成 24～平成 28 年） 

開発目的 件数 面積（㎡）
住宅・駐車場 36 61,335
店舗（コンビニ等） 8 19,542
その他（事務所・事業所等） 8 50,583

0 2,000m1,500 500 1,000

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

店舗（コンビニ等）

その他（事務所・事業所等）

住宅・駐車場

開発箇所
Ｎ
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■農地転用 

平成 24 年（2012 年）から平成 29 年（2017 年）にかけて、⽤途地域内で 70 か所、⽤途地域外で
255 か所と計 325 か所の農地転⽤が⾏われています。⽤途地域外で⾏われている農地転⽤は、農⽤地区域
の指定を解除したものと考えられます。 

   

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

農地転用

農地転用
Ｎ

0 2,000m1,500 500 1,000

農地転用の分布 

（平成 24 年～平成 29 年） 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 
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■新築状況 

平成 24 年（2012 年）から平成 29 年（2017 年）にかけて、⽤途地域内で 255 件、⽤途地域外で
494 件と計 749 件の新築があり、⽤途地域内外に関係なく、広く市内に分布しています。 

 

  

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

住宅

新築状況
Ｎ

共同住宅

商業施設

工場

業務施設

運輸倉庫施設

官公庁施設

文教厚生施設

その他・不明

新築状況 

（平成 24 年～平成 29 年） 

0 2,000m1,500 500 1,000 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査

住宅 共同住宅 商業施設 工場 業務施設
運輸倉庫

施設
官公庁
施設

文教厚生
施設

その他・
不明

計

用途地域内 154 45 10 0 6 5 3 21 11 255

用途地域外 398 29 22 7 4 18 0 8 7 493
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

空き家

空き家
Ｎ

⽤途地域内の空き家数は 1,522 ⼾、⽤途地域外の空き家数は 616 ⼾と計 2,138 ⼾の空き家があります。
特に⽤途地域の古くからの市街地で多くなっており、市街地の⼈⼝減少、賑わいの低下につながっていると考えら
れます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（４）空き家の現状 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 

空き家の分布 

（平成 30 年 4 月時点） 

0 2,000m1,500 500 1,000

※⽔道栓より調査 



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

39 

住宅地は平成７年（1995 年）をピークに下落、商業地は⼀貫して下落し続けています。平成７年
（1995 年）から平成 27 年（2015 年）の 20 年間で、⽤途地域内の商業地は平均約 69.3％、⽤途地
域内の住宅地は平均約 60.0％、⽤途地域外の住宅地は平均約 54.1％、地価が下落しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

番号 土地種別 用途地域 S60 年 H2 年 H7 年 H12 年 H17 年 H22 年 H27 年 

地価公示 

1 商業地 商業地域 309,000 330,000 290,000 186,000 129,000 62,900 49,700 

2 商業地 近隣商業地域 － － 171,000 150,000 107,000 71,300 54,500 

3 住宅地 
第二種中高層 
住居専用地域 

81,200 90,000 96,200 88,000 72,500 50,700 － 

4 住宅地 
第二種中高層 
住居専用地域 

－ － － － － － 39,200 

5 住宅地 第一種住居地域 54,000 62,900 69,700 68,500 57,100 40,400 33,100 

6 住宅地 
第一種中高層 
住居専用地域 

－ － 60,500 60,000 50,300 35,400 27,800 

都道府県地価調査 

7 商業地 近隣商業地域 174,000 201,000 185,000 － － － － 

8 商業地 近隣商業地域 － － － 178,000 122,000 80,600 64,400 

9 商業地 近隣商業地域 － － 86,000 74,500 54,600 － － 

10 住宅地 第一種住居地域 73,200 88,500 94,500 90,000 73,000 － － 

11 住宅地 第一種住居地域 61,500 73,800 69,500 64,800 48,800 33,200 24,700 

12 住宅地 － 57,100 40,800 42,000 38,100 31,500 － － 

13 住宅地 － 37,000 － － － － － － 

14 住宅地 － － 49,700 52,200 47,200 36,000 26,500 21,700 

15 住宅地 － － 53,100 54,000 49,900 38,000 29,000 22,500 

16 住宅地 － － － － － － 30,000 23,800 

17 工業地 － 27,000 － － － － － － 

18 林地 － 32,000 － － － － － － 

19 林地 － － 22,000 21,500 16,000 － － － 

  

（５）地価の動向 

⑲

⑬ 

単位 円/㎡ 

⑱

資料 国⼟交通省 国⼟数値情報 

⑮ 

⑭

⑫ 

⑩ 

⑯

⑰

⑥ 

⑪ 

⑨

⑦

⑧⑤ 
③④

② 

① 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

（円/㎡）

用途地域－商業地平均
用途地域－住宅地平均
用途地域外－住宅地平均
用途地域外－工業地平均
用途地域外－林地平均
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（円/㎡） 地価の推移

1 2 3・4 5

6 7・8 9 10

11 12 13・14 15

19

● 商業地 ■ 住宅地 ▲林地

（赤系） （黄系） （緑系）

かつては１㎡当たり３０万円以上あった中⼼市街地の商業地についても、その他市内の地価と同程度の１
㎡当たり５万円程度まで下落しており、活⼒の低下がみられます。 

 

   

資料 国⼟交通省 国⼟数値情報※⻑期のデータがある地点のみ表⽰。調査地点が変更したところについては継続して表⽰ 



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

41 

本市 ⼟地利⽤ 関  現状 問題     以下 取        

 
◇土地利用の計画 
 
 
 
 
 
 
◇土地利用の現状 
 
 
 
 
 
◇開発動向 

 

 

 

 

 

◇空き家の現状 

 

 

◇地価の動向 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（６）土地利用に関するまとめ 

・⽤途地域内に住宅⽤地 公共施設⽤地が集積しているものの、⽤途地域外  住宅⽤地 分散 
 商業⽤地 主要道路 沿線 分布  ⽤途地域外にも多数分布 

・平成 24 年（2012 年）  平成 28 年（2016 年）  ⽤途地域内 11 箇所、⽤途地域外で 41
箇所が開発 

・農地転⽤は市全域で 325 件あり、そのうちの 255 件が⽤途地域外で、農振除外が多い 
・新築は、⽤途地域内で 255 件、⽤途地域外で 494 件と、市内に広く分布 

・⽤途地域内に 1,522 ⼾ ⽤途地域外に 616 ⼾あり、特に⽤途地域の古くからの市街地で多い 

 住宅地 平成７年（1995 年）     下落 商業地 ⼀貫  下落 続    
・かつては１㎡当たり 30 万円以上あった⽤途地域内の商業地も、そ 他市内 地価 同程度  下落 

・⽤途地域の⾯積が 456.1ha（都市計画区域の 11.4%）と類似都市 近隣市町 ⽐較   ⼩さい
 駅前 ⽤途地域 住居系   等 ⾼度利⽤ 妨      る 
 ⽤途地域外      農業振興地域  森林地域 ⾃然公園地域も指定されている 

○ ⽤途地域内    都市     化 
⽤途地域外 農業振興地域等 指定         開発 ⽤途地域外 多  ⽤途地域内 

市街地 更新 進         結果 古    市街地 特 空 家 発⽣       
市街地 空 家 空 地    低未利⽤地 増        ⽤途地域内  都市     化 

 呼   市街地 空洞化 起             市街地  地震時 倒壊 ⽕事   犯罪 
温床      防災 防犯⾯ 問題             新  ⼈⼝ 流⼊ 妨        

○ 商業地 始    地価 下落 
          進展等     商業地 ⽤途地域外 主要道路沿道 移          地

価 全体的 下落        特 ⽤途地域内 商業地 急速 下落 発⽣       
商業地 始    地価 下落  固定資産税 減少等 市 歳⼊ 縮⼩        市 歳

⼊ 縮⼩     商業空間 再整備等 使   ⾦ 少     商業地 市街地 魅⼒    
 低下         
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■市内交通 

市内 結 交通    市⺠   無料 運⾏       市役所 起点  吉原 ⻯川    筆岡 南
部    ⻄部 与北    ６路線       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）公共交通の分布 

Ｎ

バス停

吉原コース

竜川コース

市民バス

筆岡コース

南部コース

与北コース

西部コース

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

筆岡コース 南部コース 

西部コース 与北コース 

資料 善通寺市 市⺠バス路線図 

0 6,000m2,000 4,000 

公共交通に関する現状・問題 ２-４ 

吉原コース 竜川コース 
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■市内外交通 

市内外を結ぶ交通として鉄道・琴参バスがありますが、いずれも本市を縦断する１路線のみです。 
また、丸⻲市が運⾏しているコミュニティバス及び三豊市が運⾏しているコミュニティバスが⼀部、本市内でも運

⾏されています。 
 

 
 
 
 
    

鉄道 

Ｎ

バス停

琴参バス

バス

丸亀コミュニティバス

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

鉄道

ＪＲ土讃線

ＪＲ予讃線

ＪＲ高徳線

ＪＲ本四備讃線

琴電 長尾線

琴電 琴平線

琴電 志度線

八栗ケーブル

三豊市コミュニティバス

資料 国⼟交通省 国⼟数値情報、琴参バス ⼀般路線図、丸⻲市 丸⻲コミュニティバス路線図、三豊市 コミュニティバス路線図 

0 3,000m1,000 2,000 

0 20km 15 5 10 

琴参バス・丸亀コミュニティバス・

三豊市コミュニティバス 

善通寺市 
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■最寄りの公共交通までの所要時間 

⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書によれば、最寄り駅までの徒歩での所要時間をみると、県
内の平均値は「21.5 分」です。⼀⽅、本市では「26.0 分」となっており、平均よりも遠いことが分かります。 

最寄りバス停までの徒歩での所要時間をみると、県内の平均値は「8.9 分」です。⼀⽅、本市では「8.7 分」と
なっており、ほぼ平均並みであることが分かります。 

  

資料 ⾹川県 ⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書（平成 25 年） 

最寄り駅までの徒歩での平均所要時間 

最寄りバス停までの平均所要時間 
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市内のほとんどのところで市⺠バスが運⾏されているほか、琴参バス・丸⻲コミュニティバス・三豊市コミュニティバス、ま
た鉄道があるものの、路線数が少ない、バスの⽇便数が５便に満たないところが多い等、利便性は⾼くない状況です。 
 

 

 

 

 

 

   

（２）公共交通の便数 

バスの路線数・便数 

資料 善通寺市 市⺠バス路線図、琴参バス ⼀般路線図、丸⻲市 丸⻲コミュニティバス路線図、三豊市 コミュニティバス路線図

0 2,000m1,500 500 1,000

Ｎ
１路線

２路線

バス路線数

（市民バス・琴参バス・丸亀コミュニティバス・三豊市コミュニティバス）

３路線

４路線 ６路線

５路線 ７路線

～５回以下

バス停停留回数（日）

６～10回以下

11～20回以下

21～50回

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

８路線
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183,732 177,025 159,870 147,095 146,365 145,635 148,190 143,810 150,380 149,760 

458,964 440,555 422,670 403,690 393,105 387,265 386,170 368,285 374,490 375,120 

642,696 617,580 

582,540 550,785 539,470 532,900 534,360 
512,095 

524,870 524,880 

100.0 
96.1 

90.6 
85.7 83.9 82.9 83.1 

79.7 81.7 81.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

（人）

JR善通寺駅の利用状況

普通旅客 定期旅客 対H19年比

(平成19年を100)

■利用者数の推移 

市⺠バスの利⽤者数は、多い路線で年間 14,000 ⼈程度、少ない路線においても 6,000 ⼈程度の利⽤
が継続してあり、各路線とも⼀定の需要があるものと考えられます。 

⼀⽅、鉄道の利⽤者は、直近 10 年間で約 80％に減少していますが、近年は、やや横ばい傾向で推移して
います。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（３）公共交通の利用状況 

資料 善通寺市 市作成データ

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

（人） 市民バス利用者数（コース別）

吉原コース

竜川コース

筆岡コース

南部コース

与北コース

西部コース
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■利用頻度 

⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書によれば、ＪＲの利⽤頻度をみると、県内の合計では「利
⽤しない」の割合が約９割弱を占めており、利⽤する⽅は全体の約１割強となっています。⼀⽅、本市において
も９割弱の⽅が「利⽤しない」と答えています。 

路線バス・コミュニティバスの利⽤頻度をみると、県内の合計では「利⽤しない」の割合が約９割を占めており、
利⽤する⽅は全体の約１割となっています。本市ではさらに「利⽤しない」と答えた⽅が多く、ほとんどの⽅が路線
バス・コミュニティバスを利⽤していません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
  

ＪＲの利用頻度 

資料 ⾹川県 ⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書（平成 25 年） 

路線バス・コミュニティバスの利用頻度 
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■乗継 

⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書によれば、公共交通を⽤いた乗継において、県内の合計で
約８割の⽅が「ほとんどない」と答えています。 

本市の乗継では、「鉄道と鉄道」が約２割を占める⼀⽅、「鉄道とバス」は約 2.3％とほとんど⾏われていない
状況です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■市街地での利用 

本市への来訪⼿段、市街地への移動⼿段としては、⾃動⾞が多くなっており、鉄道やバスはほとんど使われてい
ません。市街地内での交通⼿段では、⾃動⾞の利⽤率は下がるものの、鉄道やバスの利⽤率も下がり、徒歩が
３割以上を占めています。 
 
  

善通寺市中心市街地へのトリップに関する交通手段分担率 

利用機会の多い乗継 

資料 ⾹川県 ⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書（平成 25 年） 

善通寺市中心市街地内々トリップに関する交通手段分担率 
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 ⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書によれば、公共交通の利⽤に対して改善を要するとされて
いる点は、「駅・バス停の機能強化」が 43.3％と最も⾼い割合となっており、次いで「路線網の再編」が 35.3％、
「乗換時のダイヤ調整」が 34.0％となっています。 
  

（４）公共交通への要望 

資料 ⾹川県 ⾼松広域都市圏総合都市交通体系調査報告書（平成 25 年） 

どのようなサービスが改善された場合に 

自動車よりも公共交通を利用するか 
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本市 公共交通 関  現状 問題     以下 取        

 
◇公共交通の分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
◇公共交通の便数 

 
◇公共交通の利用状況 

 
◇公共交通への要望 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

（５）公共交通に関するまとめ 

・市⺠   市全域 網羅             停 停留回数 １⽇５便以下と利便性 ⾼くない

 市⺠   利⽤者数 安定    ⼀⽅、鉄道 利⽤者は徐々に減少傾向
・本市の約８割の⼈が、鉄道もバスも、ほとんど使⽤していない 
・鉄道とバスの乗り継ぎは 2.3%     ⾏       
・市街地へ鉄道とバスで来る⼈が少ない⼀⽅、市街地内を徒歩で移動する⼈は多い 

・「駅・バス停の機能強化   路線網の再編」、「乗換時のダイヤ調整」に対する要望が多い

 市⺠    吉原 ⻯川    筆岡 南部    ⻄部 与北    ６路線 運⾏ 
・鉄道・琴参バスが市内外を結んでいるが、南北 縦貫  １      
 丸⻲市 三豊市       バスが⼀部 本市内  運⾏ 
 最寄 駅   徒歩  所要時間 県内平均  ⻑    停   県平均並  

○ 公共交通      対応不⾜ 
無料 市⺠   始  公共交通 市内     網羅                便数     

不⾜        結果 公共交通 体系 結節     多  要望 寄         
    公共交通      対応不⾜  市⺠ 多  公共交通 利⽤              

考        鉄道 利⽤  ⼈ 徐々 減少     今後 鉄道 運⾏本数 削減      
危惧   広域的 公共交通 少  本市         不便         

○ 回遊性 潜在能⼒ 活⽤不⾜ 
本市  善通寺駅周辺 市街地  市役所 ⼤学等 公共的 施設 多    総本⼭善通寺

 旧善通寺偕⾏社等 歴史 ⽂化遺産 集積     市街地内 徒歩 回遊  ⼈ ⼀定程度 
      
    回遊性 潜在能⼒  都市      化 検討  上  本市 強    挙      

⼀⽅  市街地 訪  ⼈ 多  ⾃動⾞ 使       潜在能⼒ ⼗分 活       ⾔  
 状況       
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

Ｎ

病院

医療機能

診療所

高齢者施設

福祉機能

障がい者施設

その他福祉施設

 

 

■医療・福祉 

医療施設 福祉施設  ⽤途地域内 国道 11 号,319 号沿  多        ⼀⽅ 吉原 与北地区
 不⾜       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）日常生活サービス施設（医療・福祉・商業）の分布 

都市施設・都市基盤に関する現状・問題 ２-５ 

資料 善通寺市医師会 ホームページ、国⼟交通省 国⼟数値情報

医療施設（歯科・眼科除く） 

日常生活サービス施設 
（医療・福祉施設） 

福祉施設 

国道 319 号

国道 11 号 

0 3,000m1,000 2,000 

国道 319 号 

国道 11 号

※平成 30 年 4 ⽉時点 
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■商業 

⼤型商業施設        他 商業施設 ⽤途地域縁辺部 ⽤途地域外 国道 319 号沿  ⽴地
       

      善通寺駅周辺 国道 11 号,319 号沿  始  市全域 ⽴地       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

コンビニ 

国道 11 号

国道 319 号

金蔵寺駅 

大型商業施設 

スーパー・その他の商業施設 

善通寺駅

日常生活サービス施設 
（商業施設） 

資料 善通寺市 市作成データ

用途地域

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

Ｎ

大型商業施設（1,000㎡以上）

スーパー・その他の商業施設

商業機能

コンビニ 0 3,000m1,000 2,000 

※平成 30 年 4 ⽉時点 

国道 319 号 

国道 11 号 
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幼稚園 保育所（園） 市内 広 範囲 ⽴地       
⼩学校 ⽤途地域内 ３校 ⽤途地域外 ５校 中学校 ⽤途地域内 ２校 近接  ⽴地       
⾼校 ⼤学 専⾨学校 特別⽀援学校  ⽤途地域内 ⽴地       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

（２）子育て・教育施設の分布 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

Ｎ
幼稚園・保育所（園）

中学校

子育て・教育機能

小学校 大学・専門学校

・特別支援学校

高校

資料 善通寺市 市作成データ

学校 

幼稚園・保育所（園）

0 3,000m1,000 2,000 

※平成 30 年 4 ⽉時点 

国道 319 号 

国道 11 号 

国道 319 号

国道 11 号
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市役所や図書館・市⺠ホール・その他⽂化施設が善通寺駅周辺に集中して⽴地しています。⼀⽅、地区単
位に集会施設（公⺠館）があります。 
 

 

 

 

 

 
 

  

（３）行政・文化・観光・交流施設の分布 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

市役所

集会施設

図書館・市民ホール・その他文化施設

行政機能 文化・観光・交流

観光・交流施設
（集会施設を除く）

その他機能

市営駐車場

Ｎ

行政・文化・交流施設 

0 2,000m1,500 500 1,000

資料 善通寺市 市作成データ※平成 30 年 4 ⽉時点 

国道 11 号

国道 319 号 

金蔵寺駅

善通寺駅 
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都市計画道路は、⽤途地域内の道路と⽤途地域外の国道 319 号、国道 11 号を中⼼に幹線街路 14 路
線、区画街路１路線が計画決定されています。 

下⽔道は、⽤途地域内から市北部にかけて下⽔道法の事業認可がされています。 
都市公園は 25 か所あり、概ね市全域に分布しています。 

 

 

 

 

 

 
 

  

（４）都市計画施設の状況 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

都市計画道路（幹線街路）

都市計画施設

下水道（事業認可区域）

Ｎ

都市公園都市計画道路（区画街路）

0 2,000m1,500 500 1,000

都市計画道路・下水道・都市公園の分布 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査、善通寺市 市作成データ

国道 11 号 

国道 319 号 

※平成 31 年 4 ⽉時点 



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

56 

本市 都市施設 都市基盤 関  現状 問題     以下 取        

 

◇日常生活サービス施設（医療・福祉・商業）の分布  

 
 
 
 
 
◇子育て・教育施設の分布 

 
◇行政・文化・観光・交流施設の分布 

 
◇都市計画施設の状況 

 
 

 

 

 

 

（５）都市施設・都市基盤に関するまとめ 

・幼稚園・保育所（園）は、市内 広 範囲 ⽴地 
・⼩学校 ⽤途地域内 ３校 ⽤途地域外 ５校 中学校 ⽤途地域内 ２校 近接  ⽴地 
・⾼校、⼤学・専⾨学校・特別⽀援学校は、⽤途地域内に⽴地 

・市役所・図書館・市⺠   ・その他⽂化施設が善通寺駅周辺に集中  ⽴地 
・⼀⽅ 地区単位 公⺠館 ⽴地 

・都市計画道路  ⽤途地域内 道路 ⽤途地域外 国道 319 号、国道 11 号を中⼼に指定 
・下⽔道は、⽤途地域内  市北部にかけて事業認可されている 
・都市公園は 25 か所あり、概ね市全域に分布 

 医療施設 福祉施設 吉原 与北地区 不⾜
・商業施設のうち⼤型商業施設やスーパーは、⽤途地域縁辺部や⽤途地域外の国道沿いに分布 

○ ⽤途地域 設定区域 都市施設 ⽴地状況 不⼀致 
⽤途地域内   ⼤型商業施設      不⾜       都市施設   利便性 不⾜   

   ⼀⽅  都市計画施設 ⽤途地域外 商業等 利便性 ⾼ 区域 検討        
商業機能 都市機能 中  ⽇常的           ⽤途地域内 必須    ⾔    ⼀

⽅ ⽤途地域外 下⽔道等 都市施設 計画        ⽤途地域外    特 利便性 ⾼ 
区域  今後 市街化 進  考       

○ 周辺地区  利便性 不⾜ 
周辺地区    医療 福祉施設 不⾜    地区      利便性 不⾜           

  ⼀⽅  公⺠館    公共施設 市内 各所 ⽴地       
今後 財政 縮⼩       ⼈⼝ 減少       考慮    公共施設 集約化 避    

 状況         商業 医療 福祉等 ⺠間 都市施設      周辺地区 ⽴地 誘導 
      ⾮常 難   ⾔     
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

1～5未満

50以上

40～50未満

30～40未満

5～10未満

10～20未満

全産業事業所数（500mメッシュ）

20～30未満

1～20人未満

150～200人未満

100～150人未満

80～100未満

20～40人未満

40～60未満

全産業従業者数（500mメッシュ）

60～80未満 200人以上

Ｎ

 

事業所は、⽤途地域内に特に多く⽴地しています。 
従業者は⽤途地域内、国道 11 号、319 号沿いに集中しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）全産業事業所及び従業者の分布 

産業・観光・経済に関する現状・問題 ２-６ 

全産業事業所の分布 

（500m メッシュ） 

全産業従業者の分布 

（500m メッシュ） 

資料 総務省 平成 26 年経済センサス基礎調査 

国道 11 号

国道 319 号 

0 3,000m 1,000 2,000 

国道 11 号

国道 319 号 
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本市の事業所は、卸売業,⼩売業、宿泊業,飲⾷サービス業が特に多く、第三次産業が多くなっています。 
⼀⽅、従業者では、卸売業,⼩売業に加え、医療,福祉、公務、製造業が多くなっており、特に⾃衛隊を含

む公務は、本市の特徴的な産業の⼀つと⾔えます。 
 

 

 
  

（２）産業分類別事業所・従業者数 

資料 総務省 平成 26 年経済センサス基礎調査

14 0 0 

115 105 

2 4 28 

391 

19 

121 

49 

226 

133 
88 

115 

17 

108 

18 

213 

661 

1,681 

12 24 

548 

2,762 

207 
223 

303 

1,306 

407 

1,118 

2,663 

173 

784 

2,202 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450
（人）(事業所) 産業大分類別事業所・従業者数（善通寺市）

事業所数

従業者数
自衛隊



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

59 

県合計と⽐較すると、従業者数の割合が⾼いものとして、公務（他に分類されるものを除く）、医療,福祉、
教育,学習⽀援業が挙げられます。 
  

平成 26 年 従業者数割合（善通寺市） 

平成 26 年 従業者数割合（香川県） 

※少数点により、合計が 100％とならない場合がある 
資料 総務省 平成 26 年経済センサス基礎調査
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■商業 

 商業の販売額は緩やかに減少傾向にあり、特に⼩売業で減少が顕著です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  

■工業 

⼯業の出荷額は、緩やかに増加傾向にあります。 
  

（３）商業・工業の推移 

資料 経済産業省 商業統計 

資料 経済産業省 ⼯業統計 

33,696 
31,658 

33,048 32,646 
34,972 34,486 

36,028 35,594 

41,930 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

（百万円）
工業の製造品出荷額

製造業計

32,909 35,074 
25,967 

37,425 
29,141 32,201 

26,919 
17,585 

31,555 

38,275 
40,503 

40,166 

42,246 

39,872 37,686 

26,002 

24,650 

31,842 

69,547 
75,199 

66,001 

77,679 

67,081 67,930 

50,910 

41,897 

63,333 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成６年 平成９年 平成11年 平成14年 平成16年 平成19年 平成24年 平成26年 平成28年

（百万円） 卸売業と小売業の年間商品販売額

卸売業計

小売業計

※景気の動向を考慮したデフレータ値を使⽤（消費者物価指数） 

※景気の動向を考慮したデフレータ値を使⽤（企業物価指数） 
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■商業集積地区（商店街） 

商業集積地区の店舗数・売り上げは、年々減少し続けています。特に、⾚⾨筋・京町、中通りで衰退が顕著となっ
ています。 
  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

平成6年 平成9年 平成14年 平成16年 平成19年 平成26年

商業集積地区（商店街）の店舗数・売り上げの推移

売上（赤門筋・京町） 売上（中通り） 売上（本町・鎌倉町）

売上（大通り銀天会） 売上（片原町） 売上（本郷通）

店舗数（赤門筋・京町） 店舗数（中通り） 店舗数（本町・鎌倉町）

店舗数（大通り銀天会） 店舗数（片原町） 店舗数（本郷通）

（店舗数） （百万円）

資料 経済産業省 商業統計 
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■本市の常住地就業者数 

本市に常住する就業者数は減少し続けています。特に、市内で働く⼈の減少が⼤きく、丸⻲市や三豊市等、
他市町で働く⼈はやや横ばい傾向です。 

  

（４）常住地・従業地の就業者数 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 

9,935 

9,220 

7,885 

7,619 

2,759 

2,706 

2,655 

2,596 

1,106 

1,122 

997 

922 

796 

827 

826 

748 

763 

746 

712 

682 

625 

645 

709 

758 

1,646 

1,654 

1,619 

1,516 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000 20,000

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

（人）

善通寺市に常住する就業者

善通寺市で従業 丸亀市 高松市 多度津町 坂出市 三豊市 県内その他

17,630

16,920

15,403

14,841
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■本市の従業地就業者数 

本市で従業する就業者数は減少し続けています。⼀⽅、他市町から本市に働きに来る⼈はやや横ばい傾向
にあり、近隣市町との結びつきはより⼀層重要になっています。 
 

  

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 

9,935 

9,220 

7,885 

7,619 

2,192 

2,380 

2,313 

2,306 

1,042 

1,047 

1,017 

995 

905 

844 

819 

808 

556 

555 

474 

444 

378 

444 

483 

533 

1,331 

1,434 

1,372 

1,388 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000

平成

12年

平成

17年

平成

22年

平成

27年

（人）

善通寺市で従業する就業者

善通寺市に常住 丸亀市 三豊市 多度津町 まんのう町 高松市 県内その他

16,339

15,924

14,363

14,093
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■常住地の就業者数（中讃都市圏） 

本市  丸⻲市 次  ⾃市内 働 ⼈ 多       ⽐較的働 場所 確保      ⾔     
  善通寺市 丸亀市 

宇多津町 琴平町 

多度津町 まんのう町 

資料 総務省 平成 27 年国勢調査 
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■観光資源の分布 

 市内には、四国⼋⼗⼋ 所霊場第72番  第76番  ５  四国霊場札所 点在         古 
  軍都   発展  遺産    旧善通寺偕⾏社 乃⽊館   ⽤途地域内 集積       

 

  

（５）観光の状況 

資料 善通寺市 市作成データ

② 73 番札所

出釈迦寺 

③ 74 番札所

甲山寺 

⑤ 76 番札所

金倉寺 

⑧王墓山古墳 ⑦宮が尾古墳 

④ 75 番札所

善通寺 

① 72 番札所

曼荼羅寺 

⑪赤レンガ倉庫 ⑫善通寺市観光交流センター  ⑩乃木館 

 （陸上自衛隊善通寺駐屯地資料館） 

⑨旧善通寺偕行社

⑥遍路道 

① 

②

③

④

⑤

⑦

⑧

⑨ 

⑩ 

⑫

⑪

⑥ 
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■市営駐車場の分布 

市営駐⾞場が⽤途地域内に４か所設置されていますが、観光での利⽤ではなく、⽉極駐⾞場として利⽤され
ている状況です。 
 

 

 

 

 

 
 

  

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

その他機能

市営駐車場

Ｎ

市営駐車場の分布 

資料 善通寺市 市作成データ

0 2,000m1,500 500 1,000
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■歳入構造 

本市では、歳⼊のうち地⽅税が占める割合は 27.8％で、これは県内市町村の平均よりも低くなっています。ま
た地⽅交付税が県内市町村よりも８％以上⾼くなっています。 

 

  

（６）財政の状況 

地方税

27.8%

地方譲与税

0.8%

利子割交付金

0.1%

配当割交付金

0.2%

株式等譲渡所得割交付金

0.2%
分離課税所得割交付金

0.0%

道府県民税

所得割臨時交付金

0.0%

地方消費税

交付金

4.9%

ゴルフ場利用税交付金

0.0%

特別地方消費税交付金

0.0%

自動車取得税交付金

0.2%

軽油引取税交付金

0.0%

地方特例交付金

0.1%

地方交付税

29.6%

交通安全対策特別交付金

0.0%

分担金・負担金

1.0%

使用料

1.2%

手数料

0.8%

国庫支出金

14.4%

国有提供交付金

0.1%

都道府県支出金

0.0%

財産収入

6.4%

寄附金

0.4%

繰入金

0.3%

繰越金

4.0%

諸収入

5.1%

地方債

2.4%

平成29年歳入（善通寺市）

一般財源

63.7%

特定財源

36.3%

地方税

35.7%

地方譲与税

0.8%

利子割交付金

0.1%

配当割交付金

0.2%

株式等譲渡所得割交付金

0.2%

分離課税所得割交付金

0.0%

道府県民税

所得割臨時交付金

0.0%地方消費税

交付金

4.9%

ゴルフ場利用税交付金

0.1%
特別地方消費税交付金

0.0%自動車取得税交付金

0.2%

軽油引取税交付金

0.0%

地方特例交付金

0.1%

地方交付税

21.2%

交通安全対策特別交付金

0.0%

分担金・負担金

1.3%

使用料

1.6%

手数料

1.0%

国庫支出金

13.9%

国有提供交付金

0.0%

都道府県支出金

0.0%

財産収入

6.9%

寄附金

0.6%

繰入金

0.9%

繰越金

4.2%

諸収入

3.7%

地方債

2.5%

平成29年歳入（県内市町村計）

一般財源

63.4%

特定財源

36.6%

資料 総務省 決算カード※少数点により、合計が 100％とならない場合がある 
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 本市の歳⼊は平成 13 年（2001 年）から平成 29 年（2017 年）にかけて、約 14.3 億円減少しており、
特に地⽅債や繰越⾦が⼤幅に減少しています。 

 

 

 

 

  

資料 総務省 決算カード

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

（千円）

平成13年歳入

平成29年歳入

善通寺市の歳入の変化 

（平成 13 年→平成 29 年） 

平成 13 年歳入 154.6 億円 

平成 29 年歳入 140.3 億円 
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■歳出構造 

本市は、⼈件費や扶助費が県内市町村の平均に⽐べて⾼くなっています。⼀⽅で、普通建設事業費は低くな
っています。 
  

資料 総務省 決算カード 

平成 29 年性質別歳出 

（善通寺市） 

平成 29 年性質別歳出 

（県内市町村計） 

平成 29 年目的別歳出 

（善通寺市） 

※少数点により、合計が 100％とならない場合がある 

平成 29 年目的別歳出 

（県内市町村計） 

人件費

16.3%

扶助費

19.7%

公債費

10.0%

物件費

12.4%

維持補修費

0.9%

補助費等

9.5%

繰出金

10.6%

積立金

2.9%

投資・出資金

・貸付金

1.8%

前年度繰上充用金

0.0% 普通建設事業費

15.7%

災害復旧事業費

0.1%

失業対策事業費

0.0%

義務的

経費

46.1%その他

の経費

38.1%

投資的

経費

15.8%

議会費
1.4%

総務費
14.2%

民生費
40.9%

衛生費
6.2%

労働費
0.7%

農林水産業費
3.8%

商工費
1.2%

土木費
8.1%

消防費
3.5%

教育費
12.2%

災害復旧費
0.0%

公債費
7.9%

諸支出金
0.0%

前年度
繰上充用金

0.0%

議会費

0.8%

総務費

15.2%

民生費

35.6%

衛生費

10.1%

労働費

0.2%

農林水産業費

3.2%

商工費

1.3%

土木費

8.2%

消防費

3.6%

教育費

11.8%

災害復旧費

0.1%
公債費

10.0%

諸支出金

0.0%

前年度

繰上充用金

0.0%
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本市の歳出は、平成 13 年（2001 年）から平成 29 年（2017 年）にかけて約 11.4 億円減少していま
す。特に、投資的経費である普通建設事業費が⼤きく減少しています。⼀⽅、⺠⽣費・扶助費といった福祉等に
関連した費⽤は増加しています。 

 

  

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

（千円）

善通寺市の目的別歳出の変化

（平成13年→平成29年）

平成13年歳出

平成29年歳出

民生費が

大きく増加

資料 総務省 決算カード 

平成 13 年歳出 143.8 億円 

平成 29 年歳出 132.4 億円 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

（千円）
善通寺市の性質別歳出の変化

（平成13年→平成29年）

平成13年歳出

平成29年歳出

投資的経費が

大きく減少

扶助費が

大きく増加

土木費が 
大きく減少 
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本市 産業 観光 経済 関  現状 問題     以下 取        

 

◇全産業事業所及び従業者の分布 
 
 

 
◇産業分類別事業所・従業者数 

 
◇商業・工業の推移 

 
◇常住地・従業地の就業者数 

 
◇観光の状況 

 
◇財政の状況

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（７）産業・観光・経済に関するまとめ 

・卸売業,⼩売業、宿泊業,飲⾷サービス業といった第三次産業の事業所が多い
・従業者は、卸売業,⼩売業 加  医療,福祉、⾃衛隊を含む公務で多い

・商業の販売額は減少傾向で特に⼩売業の減少が顕著、⼯業の出荷額は増加傾向 
 商業集積地区（商店街）  店舗数 売 上    年々減少 

・本市に常住する就業者のうち、市内で働く⼈の減少が⼤きい⼀⽅、他市町で働く⼈はやや横ばい 
・本市で従業する就業者数は減少し続けているが、他市町から来る⼈はやや横ばい 

・市内  四国⼋⼗⼋ 所霊場第 72 番  第 76 番  ５  四国霊場札所 点在
 古   軍都   発展  遺産  ⽤途地域内 集積 

 歳⼊ 減少       特 地⽅債 繰越⾦が⼤幅に減少 
・歳出が減少しているなか、特に投資的経費である普通建設事業費が⼤きく減少し、福祉費⽤は増加 

○ 商業 賑  低下 
本市 ⼤  ⼯業団地等      第三次産業 事業所 従業者 ⽐率 ⾼          

 近年 商業販売額 減少傾向    特 ⼩売業  減少 顕著         
商業販売額 減少      商業 事業所 従事者 収⼊ 低下      商業施設 商店 

維持            地域 住⺠ ⽣活利便性 低下         観光等 訪  ⼈  
   魅⼒ 低下    都市全体 産業 衰退         恐        

○ 財政 縮⼩ 福祉費⽤ 増加 
近年 歳⼊ 縮⼩ 同時 歳出 縮⼩ 余儀                投資的経費   普通

建設事業費 減少    ⼀⽅ 福祉費⽤ ⾼齢化 背景 増加       
地価 低下 ⼈⼝減少       考慮    今後 財政 縮⼩      容易 予測     

       整備     都市施設 多   近 将来 更新 必要性 ⽣          中 
    通  都市施設 抱  場合 多  維持管理費 財政 圧迫    恐        

・事業所は⽤途地域内、従業者は⽤途地域内や国道 11 号,319 号沿いに集中 
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■土砂災害（特別）警戒区域 
市域南⻄部の⼭裾にかけて⼟砂災害警戒区域及び⼟砂災害特別警戒区域が指定されており、⽤途地域

内にもわずかながら存在しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

（１）土砂災害の現状 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

土砂災害（特別）警戒区域

土砂災害特別警戒区域

（レッドゾーン）

土砂災害警戒区域

（イエローゾーン）

Ｎ

災害に関する現状・問題 ２-７ 

土砂災害（特別）警戒区域の分布 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査 

0 2,000m1,500 500 1,000
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

砂防指定地・急傾斜崩壊危険区域

急傾斜地崩壊危険区域

砂防指定地
Ｎ

■砂防指定地・急傾斜地崩壊危険区域 

砂防法に基づく砂防指定地、急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する法律に基づく急傾斜地崩壊危険
区域が、わずかに指定されています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

砂防指定地・急傾斜地崩壊危険区域の分布 

資料 ⾹川県 提供資料 

0 2,000m1,500 500 1,000
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■金倉川 

JR ⼟讃線沿いに⾦倉川の浸⽔が想定されています。⽤途地域内の半分以上が 0.5ｍ未満の浸⽔想定区
域に含まれ、⼀部 0.5m 以上の浸⽔が想定されるところもあります。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）水害の現状 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

Ｎ
平成16年台風23号

浸水実績

0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

想定浸水深（金倉川）

2.0m～5.0m未満の区域

70 年に１度の降雨（金倉川） 

資料 善通寺市 総合ハザードマップ（平成 29 年版） 

0 2,000m1,500 500 1,000



第２章 善通寺市における都市の現状・問題 
 

75 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

想定浸水深

2.0m～5.0m未満の区域

Ｎ

■ため池 

善通寺市のハザードマップによれば、ため池の同時決壊が発⽣した場合、⽤途地域内においても 1.0m 以上
の浸⽔が想定されるところがあります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ため池の決壊による最大浸水 

資料 善通寺市総合ハザードマップ（平成 29 年版） 

吉原大池 

善通寺大池 

弘階池

買田池

宮池

前池 

道池 

村上池 

瓢箪池 

満賀池 

熊ヶ池 
地蔵池 

0 3,000m1,000 2,000 
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

危険度Ａ

危険度Ｂ

危険度Ｃ

液状化

危険度Ｄ

（液状化危険度はかなり高い）

（液状化危険度は高い）

（液状化危険度は低い）

（液状化危険度はかなり低い）

震度６強

震度６弱

震度
Ｎ

最⼤    地震（南海   地震） 発⽣  場合 市全域 震度 6 弱以上 ⾄    地震発⽣  
 液状化  ⾦蔵寺駅周辺 ⽤途地域南部   危険度 ⾼         吉原町 弘⽥町 危険度
    ⾼       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

（３）地震・津波の現状 

想定される液状化 

0 3,000m1,000 2,000 

想定される震度 

吉原町

資料 善通寺市 総合ハザードマップ（平成 29 年版）

弘田町
金蔵寺駅 

善通寺駅
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基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

Ｎ

避難施設

指定避難所（指定緊急避難場所）

福祉避難所

補充的避難所

避難施設は、指定避難所が 26 か所、福祉避難所が２か所、補充的避難所が８か所あり、市内に満遍なく配置
されています。しかし、福祉避難所は⽤途地域内と丸⻲市境のみであり、その他の地区では、災害時要⽀援者への対
応が遅れてしまうことが懸念されます。 
  

（４）避難施設の分布 

0 2,000m1,500 500 1,000 

資料 善通寺市 市作成データ

避難施設の分布 
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本市 災害 関  現状 問題     以下 取        

 
◇土砂災害の現状 
 
 
 
 
 

◇水害の現状 

 
◇地震・津波の現状 

 
◇避難施設の分布 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（５）災害に関するまとめ 

・JR ⼟讃線沿  ⾦倉川 浸⽔ 想定      ⽤途地域内 半分以上 0.5m 未満の浸⽔ 
・ため池の同時決壊が発⽣した場合、⽤途地域内においても 1.0m 以上の浸⽔も想定される 

・南海トラフの最⼤クラスの地震が発⽣した場合 市全域 震度６弱以上 ⾄ 可能性
 液状化      ⾦蔵寺駅周辺や⽤途地域南部、吉原町や弘⽥町で危険度 ⾼  

・指定避難所が 26 か所、福祉避難所が２か所、補充的避難所が８か所あり、市内に満遍なく配置 
・福祉避難所は⽤途地域内と丸⻲市境のみにあり、その他地区では要⽀援者への対応不⾜ 懸念 

 市域南⻄部 ⼭裾    ⼟砂災害警戒区域及 ⼟砂災害特別警戒区域が指定 
・砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域が、わずかに指定 

○ ⽤途地域外    多  災害 想定 
⽤途地域内  ⾦倉川 浸⽔   池 決壊等 ⼀部想定   ⼀⽅ ⽤途地域外      

浸⽔被害 特 ⼤     想定      ⼟砂災害 液状化   懸念      
⽤途地域内    空 家化 進 ⼀⽅ 開発 ⽤途地域外 拡散    状況  ⽐較的安全

性 ⾼ ⽤途地域 安全性 低下     災害 多 想定   ⽤途地域外  居住 進  災
害 対  脆弱 都市        ⾔     

○ 周辺地区    災害対応能⼒ 低下 
本市   避難所 市内 満遍  配置       ⼀⽅  福祉避難所 ⽤途地域内 丸⻲

市境       他 地区  災害時要⽀援者 対応 遅     懸念      
⽤途地域外 周辺地区  今後    ⾼齢化 進       予測              

災害時要⽀援者     増加       考    若 世代 市外  流出    現状   周
辺地区    災害対応能⼒     低下    恐        
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◇商業の賑わい低下 
JR 善通寺駅を中⼼とした市街地には、⼤型商業施設やスーパーがない⼀⽅、これまで⾚⾨筋商店街・京町商

店街・中通り商店街に⼩規模な商店が集まっていました。しかし、モータリゼーションの進展等により、⼤型商業施
設が⽤途地域縁辺部や⽤途地域外で⽴地するようになり、市街地の商店街は空き店舗化しています。これは、
地域住⺠や総本⼭善通寺を訪れる観光客等にとっての利便性・魅⼒の低下につながっています。 
◇回遊性における潜在能⼒の活⽤不⾜ 

軍都として古くから道路等のインフラが整備された経緯から、市街地内では、駅と総本⼭善通寺を結ぶ停⾞
場線や本郷通り、善通寺⼤通り等、回遊しやすい道路が整備されていると⾔えます。また市街地内では徒歩⼜
は⾃転⾞で移動している⽅が多いとのデータもあります。こうした市街地の回遊性の潜在能⼒に対して、商業を
始めとした都市機能が衰退していることは、必ずしもその能⼒を活かしきれていないと考えられます。 
◇地価の下落・魅⼒の低下 

本市の市街地は⾨前町として発展し、商店街とその周辺の住宅地で構成されています。商店街周辺には商業
系の⽤途地域が設定され、⾼度利⽤が可能となっていますが、空き店舗化している状況です。このため、市街地の
地価は下がり続け、⽤途地域外とほとんど変わらないほどになっています。これは本市の固定資産税の減少にもつな
がっており、財政の悪化で施策を講じることもできず、市街地の魅⼒はますます低下する恐れがあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

（１）都市機能・観光 

立地適正化計画で取り組むべき都市計画上の問題・課題まとめ ２-８ 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

昭和60年 平成7年 平成17年 平成27年

（円/㎡） 用途地域－商業地平均
用途地域－住宅地平均
用途地域外－住宅地平均
用途地域外－工業地平均
用途地域外－林地平均

【再掲】地価の下落 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

0

10

20

30
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60

70

80

90

100

平成6年 平成9年 平成14年 平成16年 平成19年 平成26年

売上（赤門筋・京町） 売上（中通り）
売上（本町・鎌倉町） 売上（大通り銀天会）
売上（片原町） 売上（本郷通）
店舗数（赤門筋・京町） 店舗数（中通り）
店舗数（本町・鎌倉町） 店舗数（大通り銀天会）
店舗数（片原町） 店舗数（本郷通）

（店舗数） （百万円）【再掲】商業集積地区（商店街）の店舗数・売り上げの推移 
（店舗数） （百万円） 

⾨前町を始めとした古くからの市街地の賑わい・魅⼒の低下
○ 空き店舗の活⽤などによる商店街を始めとした賑わいの創出が必要 
○ 停⾞場線等における回遊性の潜在能⼒のさらなる活⽤が必要 
○ さまざまな都市機能が集う魅⼒的な市街地の形成・地価の向上が必要 
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◇⽤途地域内のスポンジ化 
本市の⽤途地域は、下⽔道整備を背景に、古くからの市街地を囲むように設定されました。そのため⽤途地域

内には古くからの建物や敷地割りが残っており、⽤途地域内の⼈⼝減少が、⽤途地域外よりも急速に進んでいま
す。この結果、⽤途地域内において、空き家が特に多く存在しています。これらの空き家は、建て詰まりや前⾯道路
が狭⼩であることから建て替えが進まず、市街地が適切に更新されなくなっています。 
◇開発の⽤途地域外への拡⼤ 

⽤途地域内はほぼすべての地区で⼈⼝が減少している⼀⽅、⽤途地域外においては丸⻲市境などの⼀部で⼈
⼝が増加しており、市街地が拡散している傾向にあります。こうした開発は、⽤途地域外の農⽤地を転⽤しながら、
無秩序に進んでいます。市街地の拡散は、道路・公園・下⽔道といったインフラ供給の増加につながり、今後さらに
財政の縮⼩が予測される中、管理できないインフラが発⽣する恐れがあります。 
◇若い⼈材の流出 

本市の⽤途地域内には、⼤学や専⾨学校、また⾃衛隊等があり、多くの若い世代の⼈が集まっています。しかし、
これらの⽅は、卒業や異動と同時に本市から出ていってしまっている状況です。また⽤途地域内では、建物更新が
適切になされないなど、若い世代の⼈が流⼊する機会が少なくなっています。このままでは、⽤途地域内は⾼齢化
率や⼈⼝減少がますます進んでいくものと考えられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

  

（２）居住・人口 

【再掲】開発行為の分布 

店舗（コンビニ等）

その他（事務所・事業所等）

住宅・駐車場

開発箇所

【再掲】用途地域内の人口減少 

（平成７年～平成 27 年） 

～-10人未満

10～20人未満

30～40人未満

40人以上

20～30人未満

５～10人未満

１～５人未満

-10～-5人未満

-5～１人未満

人口増減
（100mメッシュ）

-１～１人未満

⽤途地域内の⼈⼝減少と郊外部の開発増加、若い⼈の市外への流出 
○ ⽤途地域内の空き家活⽤・市街地更新の促進による住環境の向上が必要 
○ ⽤途地域外での開発抑制と⽤途地域内への居住の誘導が必要 
○ 若い⼈が本市に住み続けたいと思うような環境・仕組みづくりが必要 
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◇公共交通のニーズへの対応不⾜ 
本市では、JR 善通寺駅がある他、市内を市⺠バスが広く網羅しており、公共交通空⽩地域は少なくなっていま

す。しかし、⽤途地域外のほとんどで市⺠バスの便数が少ないなど、公共交通の利便性は⾼くありません。また鉄道
とバスの乗り換えも少なく、鉄道の利⽤者は徐々に減少しています。これに対し、駅・バス停の機能が強化されれば
公共交通を利⽤したいと考える市⺠が多いことも分かっています。 
◇都市施設の維持が困難 

本市では、⽤途地域内外を問わず、都市機能が広く分散しています。⼀⽅、公共施設は、維持管理費⽤の縮
減を⽬標とし、今後 35%の総延床⾯積の縮減を計画しています。そうした中、公共施設を⽴地バランスに考慮し
ながら集約していくことが求められています。その上で、市の拠点施設となりうるものについては、公共交通の利便性
等を考慮し、中⼼部へ集約していく必要があります。 
◇地域⽣活圏のまとまりの希薄化 

これまで⾃治会単位を基調に、８つの地域区分でまちづくりを進めてきました。しかし⼈⼝減少や⾼齢化から、こ
れらの地域ごとのつながりを維持することが難しくなってきています。また公共交通・都市施設の拠点を設定する上で
も、８つの地域にそれらを分散させることは、財政が縮⼩している本市において困難と⾔えます。これらから、地域で
の⽣活を維持するには、これまでの地域⽣活圏を⾒直す必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
  

（３）連携・地域 

28.9%
28.1%

25.0%

31.0%

25.5%

34.5%

29.4%

32.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

地域別の高齢化率の推移

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

【再掲】バスの路線数・便数 【再掲】地域単位の高齢化率の推移 

公共交通の市⺠ニーズへの対応不⾜、都市機能の分散と維持費⽤の増加 
○ 地域と市街地を結ぶ公共交通の再編、公共交通の強化等が必要 
○ 財政の縮⼩を⾒込み、公共施設を含む都市施設の集約が必要 
○ 公共交通・都市施設の集約と併せて、これまでの地域⽣活圏の⾒直しが必要 

１路線

２路線

バス路線数
（市民バス・琴参バス・丸亀コミュニティバス・三豊市コミュニティバス）

３路線

４路線 ６路線

５路線 ７路線

～５回以下

バス停停留回数（日）

６～10回以下 11～20回以下 21～50回
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都市の現状・問題と本計画で取り組むべき都市計画上の問題・課題について、以下に取りまとめます。 

 

 

 

（４）現況分析のまとめ 



 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

基本理念・将来都市構造

 
 

 

  

第３章 
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  明らかとなった都市計画上の問題・課題を踏まえて、本計画の基本理念と⽅針を以下に定めます。 
 

  

（１）基本理念と３つの方針 

基本理念と方針 ３-１ 

歴
史
・
文
化
を
育
ん
で
き
た
中
心
部
に
多
く
の
人
が
集
う
空
間
の
形
成
と 

日
常
生
活
圏
に
お
け
る
自
然
と
都
市
機
能
の
共
存
を
図
る 

ス
マ
ー
ト
で
メ
リ
ハ
リ
の
あ
る
ま
ち 

ぜ
ん
つ
う
じ 

基 本 理 念 ◇⽅針① 「問題・課題①に対応」 

都市機能誘導区域 活性化 魅⼒ 向上 ⽬指  
歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち 

都市機能・観光 

賑わいのある市街地を形成するため 市⺠ 観光客が徒歩や⾃
転⾞ 買 物や⽂化活動等を楽しめる市街地をつくります。 

【主なターゲット】 市⺠（特に⽤途地域内）・観光客 

居住誘導区域 若返  ⼈⼝増加 ⽬指  
⼦育て・教育が盛んで活気あるまち 

◇⽅針② 「問題・課題②に対応」 
居住・⼈⼝ 

⽤途地域内の⼈⼝減少 ⾼齢化 若 世代 流出 抑制   
めに、空き家・空き地の活⽤や⼦育て・教育機能の充実を図ります。 

【主なターゲット】 新社会⼈ ⼤学⽣  若 世代 

市全体 ⽣活利便性 向上 ⽬指  
公共交通 公共施設 連携  便利    

◇⽅針③ 「問題・課題③に対応」 
連携・地域 

⾃動⾞     便利 都市 ⽬指  ⽣活圏単位  都市機
能の集約と、それに併せた公共交通の再編を検討します。 

【主なターゲット】 郊外部の地域住⺠ 

問題・課題② 
⽤途地域内の⼈⼝減少と郊
外部の開発増加、若い⼈の
市外への流出 

本計画で取り組むべき都市計画上の問題・課題 

問題・課題① 
⾨前町を始めとした古くからの
市街地の賑わい・魅⼒の低下 
 

問題・課題③ 
公共交通の市⺠ニーズへの対
応不⾜、都市機能の分散と維
持費⽤の増加 
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JR 善通寺駅周辺には、市役所を始めとするさまざまな都市機能が集積しているものの、商業の衰退などによる
賑わいの低下が起こっており、賑わいの創出が重要です。また、総本⼭善通寺や⾚レンガ倉庫などの地域資源を
多く有しており、より多くの観光客を呼び込むことが重要です。さらに、市内には総本⼭善通寺を含む四国霊場札
所が５か所点在するなど、地域資源がまばらに存在しており、それらの観光の情報・ネットワークの拠点を位置づけ
ていくことが重要です。 

そこで、「回遊性」、「都市機能」、「観光拠点」をキーワードに、以下の⽅向性で施策等の検討を進めます。⽅
針①では、JR 善通寺駅周辺 魅⼒ 回遊性 向上を対象としていることから、主なターゲットを「市⺠（特 ⽤
途地域内）・観光客」とします。 

 

 

 

 

  

（２）方針①「都市機能・観光」に関する方向性 

   ～都市機能誘導区域の活性化・魅力の向上を目指す 歴史・文化を活用した回遊して楽しいまち～ 

◇問題・課題① 門前町を始めとした古くからの市街地の賑わい・魅力の低下 

 空き店舗の活用などによる商店街を始めとした賑わいの創出が必要 

 停車場線等における回遊性の潜在能力のさらなる活用が必要  

 さまざまな都市機能が集う魅力的な市街地の形成・地価の向上が必要 

１．市街地内を結ぶ回遊軸の強化 

市街地にあった商店等が空き店舗化し、新たな商業施設が IC 周辺
 国道沿     等 ⾞型 都市構造           

市街地内の回遊軸を強化し、多くの⼈で賑わう、歩きたくなる市街
地の形成を⽬指します。 

◇⽅針①       市⺠（特 ⽤途地域内） 観光客 

２．新庁舎・図書館を中⼼とした市街地の魅⼒ 向上 

市庁舎 建替  予定      市街地 活性化 向  新庁
舎建設           求       

新庁舎  新  整備   図書館 中⼼  市街地 都市機能
 再編      魅⼒ 向上 努     

３．地域資源を結ぶ観光の拠点整備 
市 商業販売額 減少  等 活気 失          本市

  ５  札所 旧善通寺偕⾏社 始  多  歴史 ⽂化 観光資
源      本市 豊富 歴史 ⽂化 拠点整備        構
築等 図  市街地    観光機能 強化 図     

視点１ 
 
 

回遊性 

視点２ 
 
 

都市機能 

視点３ 
観光 
拠点 
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本市 ⽤途地域内  建 詰   狭隘道路 問題   空 家 多       。⼀⽅、⽤途地域内には
⼤学 専⾨学校   他 ⾃衛隊 駐屯地    多  若 ⼈ ⼊      空 家 始 とする既存の住
宅     活⽤         若 ⼈ 中⼼ 定住してもらうこと、また⽤途地域内 住環境   良    
していくことが重要です。        若 ⼈ ⽣活      ⼦育  教育や仕事についても充実させていく必
要があります。 

そこで、「空き家・空き地」、 ⺠間開発  「雇⽤・⼦育て・教育」、「開発抑制・誘導」をキーワードに、以下の⽅
向性で施策等の検討を進めます。⽅針②では、特 若 ⼈ 流出抑制 図      主なターゲットを「新社会
⼈ ⼤学⽣  若 世代」とします。 

 

 

 

  

（３）方針②「居住・人口」に関する方向性 

   ～居住誘導区域の若返り・人口増加を目指す 子育て・教育が盛んで活気あるまち～ 

２．⺠間主体 開発の促進 

財政縮⼩ ⼈員削減等 背景   ⾏政単体 地域    難  状況
      ⺠間 主体   地域    気運 ⾼  ⾏政 ⺠間 ⼀体  
  市街地更新 ⽬指     

◇問題・課題② 用途地域内の人口減少と郊外部の開発増加、若い人の市外への流出 

 用途地域内の空き家活用・市街地更新の促進による住環境の向上が必要 

 用途地域外での開発抑制と用途地域内への居住の誘導が必要 

 若い人が本市に住み続けたいと思うような環境・仕組みづくりが必要 

１．空き家と空き地の活⽤促進 

古くから⾨前町として発展した市街地において、空き家・空き地が多くあり、
有効活⽤されていません。空き家・空き地を集約・活⽤しながら、市街地での
居住や活動の可能性を⾼めるよう努めます。 

３．若 ⼈ 市内に留  環境づくりの推進 

⼤学 専⾨学校 ⾃衛隊等    多  若 ⼈ 在住    ⼀⽅ 卒
業 異動等 市外 流出      働 機会 創出 ⼦育  教育 機能
充実 図  若 ⼈ 住 続    思    ⽬指     

◇⽅針②

４．郊外部における開発の抑制・適地への誘導 
⽤途地域 都市     化 進展  ⼀⽅ ⽤途地域外    市街

地 拡⼤ 進      開発圧⼒ ⽤途地域内等 誘導  郊外部 農
⽤地 守     市街地 拡⼤ 抑制     

      新社会⼈ ⼤学⽣  若 世代 

視点４ 
開発抑
制・誘導

視点１ 
空き家・ 
空き地 

視点３ 
雇⽤・⼦

育て・教育

視点２ 
⺠間 
開発 
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財政縮⼩ ⾒込   本市   都市機能 集約 図      各地域 ⽣活利便性 低下      
が重要です。また、公共交通の結節点を地域における都市機能の集約と併せて検討し、市内のどこに住んでいて
も都市機能や市街地にアクセスしやすい都市構造とすることが重要です。 

そこで、「公共交通」、「地域の拠点」、「⽣活圏」をキーワードに、以下の⽅向性で施策等の検討を進めます。
⽅針③   市全体 利便性 公共交通 対象          主        郊外部 地域住⺠    
す。 

 

  

（４）方針③「連携・地域」に関する方向性 

～市全体の生活利便性の向上を目指す 公共交通・公共施設が連携した便利なまち～ 

◇問題・課題③ 公共交通の市民ニーズへの対応不足、都市機能の分散と維持費用の増加 

 地域と市街地を結ぶ公共交通の再編、公共交通の強化等が必要 

 財政の縮小を見込み、公共施設を含む都市施設の集約が必要 

 公共交通・都市施設の集約と併せて、これまでの地域生活圏の見直しが必要 

１．誰もが使いやすい公共交通への再編 

鉄道 利⽤者 減少    鉄道 乗 換      ⾏     
 等 利⽤者     応        。地域に交通結節点を設
け、市街地と強⼒ 結   、公共交通だけでも暮らしやすい都市を⽬
指します。 

◇⽅針③ 

２．地域における拠点の整備 

市内   ８  ⽣活圏         拠点 分散     地域
 拠点性 弱 他 公共施設 維持費⽤ 増⼤          
 地域 中 ⽇常⽣活       地域 拠点 明確   都市機
能 再編 集約 進     

３．誰もが暮らしやすい地域⽣活圏の構築 
⼈⼝減少 ⾼齢化 進展     地域       希薄化   

 等 ⽣活 不便             ８  ⽣活圏 再編   
     ⽣活圏 機能        強固          努  
   

視点３ 
 
 

⽣活圏 

視点２ 
地域の 
拠点 

      郊外部 地域住⺠ 

視点１ 
 
 

公共交通 
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 本市 既存計画 基本理念 ⽅針 基  ⽬指 将来都市構造 以下 定     
 

  

（１）市全体の将来都市構造 

将来都市構造 ３-２ 

⻄    

南エリア 

中⼼エリア 

東    

【中⼼エリア】 

   中⼼エリアを拠点として位置づけ、都市機
能を誘導 

   中⼼エリア内は、市街地連携軸によって回
遊性を向上 

Point 

【⽣活圏】 

   中⼼エリアと３つのエリアを構成し、 
      拠点（交通結節点） 配置 

   ３つのエリアはそれぞれ中⼼エリアと連携 
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■中心エリアの場所・位置づけ 

本計画における中⼼エリアは、総合計画・都市計画マスタープランで定める中枢拠点地区を範囲として位置付
けることとし、中⼼部と整合するものとします。 

 

 
 

 

■３つの方針の達成における中心エリアの役割 

本計画では、「都市機能・観光」、「居住・⼈⼝」、「連携・地域」の３つにおいてそれぞれ⽅針を設定し、達成
することとしています。 

中⼼エリアは、その達成において特に重要な役割を担っており、各⽅針の施策展開における拠点となります。 
 

（２）中心エリアの将来の姿 

資料 善通寺市 第５次総合計画

各⽅針における中⼼エリアの役割 
⽅針①都市機能誘導区域の活性化・魅⼒の向上を⽬指す 歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち 

 中⼼エリアで市街地回遊軸を設定する他、市全体の歴史・⽂化の拠点として連携を図ります 
 

⽅針②居住誘導区域の若返り・⼈⼝増加を⽬指す ⼦育て・教育が盛んで活気あるまち 
 特に中⼼エリアの空き家・空き地の活⽤を積極的に進め、利便性の⾼い居住環境を提供します 

 

⽅針③市全体の⽣活利便性の向上を⽬指す 公共交通・公共施設が連携した便利なまち 
 公共交通・公共施設において、中⼼エリアとその他の⽣活圏の連携を⾼めます 
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■中心エリアで特に推進する施策 

中⼼     古    建築物 敷地割  有           建築物 敷地 狭⼩        更
新       空 家 低未利⽤地             公共空地等 少  状況    

    問題 解決  魅⼒的 市街地環境 形成         敷地整序 集約化 推進  公共施
設 公共的利⽤ 図       ⽤地 創出（集約） 必要    

   本市      国 進  都市     化対策 積極的 取 ⼊       次 指針     低
未利⽤⼟地権利設定等促進計画   ⽴地誘導促進施設協定  特 推進          

 
 
 
◇低未利⽤⼟地等利⽤指針 

・市街地内 不⾜  道路 広場 通路等 公共的空間 創出     点在  低未利⽤⼟地    
利⽤権 設定 ⼟地 交換等 通  区画再編 実施      公共⽤地 創出を⽬指します。 

・それに   良好 居住空間 創出 来訪者⼜ 滞在者 利便 促進 寄与  施設（本計画で定める
誘導施設）の充実を図ります。 

・なお、ここでいう公共⽤地には、コモンズによるものも含むものとします。 
◇低未利⽤⼟地等管理指針 

・空 家 空 地 所有者 対  適切 清掃 定期的 除草などを促します。 
・空き家については、⼈⼝誘導 受 ⽫              再⽣ 補助制度 充実   検討します。 
・空き地については、       利⽤ 想定  集約化 共同化 円滑 進       地域単位で情報
の共有ができるような施策を検討します。 

 
 

 

  

◇国が進める都市     化対策 
○ 低未利⽤⼟地権利設定等促進計画 制度 創設 
 低未利⽤地 地権者等 利⽤希望者  ⾏政 
         所有権       複数 ⼟地
 建物 ⼀括  利⽤権等 設定  計画 

 
※所有者等探索    市町村 固定資産税課税

情報等 利⽤可能 
 
 
○ ⽴地誘導促進施設協定 制度 創設 
 交流広場       施設 防犯灯   地域  
          団体等 共同 整備 管理  
施設（    ）     地権者   協定 

 
※周辺地権者 参加 市町村⻑ 働    

資料 国交省「都市再⽣特別措置法等の⼀部を改正する法律案」を基に作成 

低未利⽤⼟地等の有効活⽤と適正管理のための指針 
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■中心エリアの目指す姿 

 本市の拠点である中⼼エリアについては、以下に⽰すような将来の姿を⽬指します。 
 特に、鉄道やバスの公共交通、都市機能の拠点であり、⼦どもや若い⼈から⾼齢者まで、さまざまな⼈で賑わう
市街地とします。 
 

 

 

 

 

  都市機能・公共交通の集約化と回遊軸の強化により 

    多くの⼈が集まる 来ても便利、住んでも便利な 歩いて楽しい市街地 

⽬
指
す
姿 



 

 

 
 

 

 

 

  

 
 

都市機能誘導区域・誘導施設
 

 
 

  

第４章 
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■都市機能誘導区域に想定される区域 

都市機能誘導区域とは、⼀定のエリア内において都市施設の誘導を図るために設定するものです。医療や商業
等の都市機能を集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図ることを⽬的としています。 

国⼟交通省の都市計画運⽤指針においては、以下のような区域が想定されています。 
 

 

 

 

■誘導施設に想定される施設 

誘導施設とは、都市機能誘導区域に、⽴地を誘導すべき都市施設です。誘導施設を定めると、都市機能誘導
区域外にそれらの施設を⽴地させようとするとき、届出の義務が発⽣します。これにより、緩やかに誘導施設を集約し
ていくことを⽬的としています。 

国⼟交通省の都市計画運⽤指針においては、以下のような施設が想定されています。 
 

 

 

 
 

 

  

（１）都市機能誘導区域・誘導施設とは 

本市において検討する都市施設 
⾏政機能 市役所

商業機能 

⼤型商業施設（床⾯積１万㎡以上）
⼤型商業施設（店舗⾯積 1,000 ㎡以上、床⾯積 1 万㎡未満）
スーパー等（店舗⾯積 1,000 ㎡以下の施設） 
コンビニ

医療機能 病院（20 ⼈以上の患者が⼊院できるもの） 
診療所

福祉機能 
⾼齢者施設
障がい者施設 
その他福祉施設 

⼦育て・教育機能 

幼稚園・保育所（園）
⼩学校
中学校
⾼校（公⽴） 
⾼校（私⽴） 
⼤学 
専⾨学校
特別⽀援学校 

⽂化・交流機能 
図書館・市⺠ホール・その他⽂化施設
観光・交流施設（集会施設を除く）
集会施設

都市機能誘導区域の概要・届出 ４-１ 

 ⾼齢化の中で必要性の⾼まる施設
 ⼦育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる施設 
 集客⼒がありまちの賑わいを⽣み出す施設 
 ⾏政サービスの窓⼝機能を有する市役所・⽀所等の⾏政施設 

 鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が⼀定程度充実している区域
 周辺からの公共交通によるアクセス性が⾼い区域 
 都市の拠点となるべき区域                                   
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誘導施設 整備 動  把握  緩   誘導     以下 ⾏為 ⾏     場合   開発⾏為等 
着⼿  30 ⽇前   原則   市  届出 義務        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）都市機能誘導区域・誘導施設に関する届出制度 

資料 国交省 改正都市再⽣特別措置法等      加⼯ 

①誘導施設 有  建築物 新築      場合 
②建築物 改築  誘導施設 有  建築物   場合 
③建築物 ⽤途 変更  誘導施設 有  建築物   場合 

○建築等行為（都市機能誘導区域外） 

誘導施設 休⽌   廃⽌      場合 

○誘導施設の休廃止（都市機能誘導区域内） 

誘導施設 有  建築物 建築⽬的 開発⾏為 ⾏     場合 

○開発行為（都市機能誘導区域外） 

◇届出を要しない行為（都市再生特別措置法第 108 条第１項、都市再生特別措置法施行令等 35条及び第 36条） 

  非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

  誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供する目的で行う開発行為・新築 

  建築物を改築し、またはその用途を変更して誘導施設を有することとなる建築物で仮設のものと

する行為 

  都市計画施設を管理することとなる者が当該都市施設に関する都市計画に適合して行う行為 
（都市計画事業の施行として行うものを除く） 
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都市機能誘導区域は、国の指針や本計画の⽅針等を踏まえて検討します。 
具体的には、国が定めている各種の指針等を基に、都市機能誘導区域としてふさわしいとされている区域から、

ふさわしくないとされている区域を除外し、対象とする区域を抽出します。 
その後、本計画で検討した⽅針を基に、都市機能誘導区域を検討します。 
 

 

 

  

（１）検討フロー 

都市機能誘導区域 ４-２ 

 
 

 

 

ふさわしい区域からふさわしくない区域を除外し、対象区域を抽出 

都市機能誘導区域に 
ふさわしい区域 

都市機能誘導区域に 
ふさわしくない区域 

都市機能誘導区域の設定 

 
 

 

 

⽅針① 都市機能誘導区域の活性化・魅⼒ 向上 ⽬指す 
                                歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち 

⇒魅⼒ 利便性 向上 て賑わいを創出することが重要であり、幅広 建物⽤途 ⽴地 可能
な商業系⽤途地域は、都市機能誘導区域に含めます 

⇒楽しく歩ける中⼼エリアにするため、市街地回遊軸を設定し、都市機能誘導区域に含めます 

歴史・⽂化を育んできた中⼼部に多くの⼈々が集う空間の形成と 
⽇常⽣活圏における⾃然と都市機能の共存を図る 

                       

⽅針② 居住誘導区域 若返  ⼈⼝増加を⽬指す ⼦育て・教育が盛んで活気あるまち 
⇒⼦育て・教育に関する施設の集約に努めることとし、可能な限り、それらを都市機能誘導区域

に含めます 

⽅針③ 市全体の⽣活利便性 向上 ⽬指  公共交通・公共施設 連携  便利    
⇒公共交通で移動しやすい区域に拠点的な都市施設を集約することとし、公共交通 利便性 

⾼い区域、また拠点性の⾼い都市施設を都市機能誘導区域に含めます 

本計画の⽅針から絞込み条件を検討 
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■ふさわしい区域の考え方 

本市では、都市機能誘導区域にふさわしい区域について、国⼟交通省が作成している⽴地適正化計画の⼿
引きに基づいた上で、コンパクトの観点・ネットワークの観点から抽出します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（２）対象区域の抽出 

◇⼿引きでの記載と本市の該当区域（コンパクトの観点） 

◇都市機能施設 
⇒医療 福祉 商業 500m 圏の全てに該当 

◇公共施設 
⇒⼩・中学校、幼稚園・保育所（園）、集会

施設、市役所の 500ｍ圏 
◇⼟地利⽤ 

⇒建物⽤地（100m メッシュ） 

◇⼿引きでの記載 
⇒公共交通施設、都市機能施

設 公共施設 配置 ⼟地利
⽤の実態等に照らし、地域とし
ての⼀体性を有している区域 

 
 

◇⼿引きでの記載と本市の該当区域（ネットワークの観点） 

◇容易に回遊することが可能な区域 
⇒駅 500m 圏、バス 300m 圏 
（利便性 ⾼ ⽇便数 10 本以上） 
 

◇⼿引きでの記載 
⇒駅、バス停や公共施設から徒

歩、⾃転⾞ 容易 回遊する
ことが可能 

本市におけるふさわしい区域 
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■ふさわしい区域に関する各条件の該当区域 

コンパクトの観点からは、主に⽤途地域内や国道 11 号・319 号沿い等が該当しています。 
ネットワークの観点からは、⽤途地域や市東部等が該当しています。 
 
 
   

【ネットワーク】駅・バスの徒歩圏 

【コンパクト】都市機能施設 【コンパクト】公共施設 

【コンパクト】土地利用 

0 3,000m1,000 2,000 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

コンパクトの観点から条件に該当する区域

都市機能施設（医療・福祉・商業の500m圏の全てに該当）※その他福祉施設を除く

公共施設（小・中学校、幼稚園・保育所（園）、集会施設、市役所）

土地利用（土地利用細分メッシュの建物用地）

ネットワークの観点から条件に該当する区域

駅500m圏

日便数10本以上のバス停300m圏

Ｎ
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■ふさわしい区域まとめ 

都市機能誘導区域にふさわしい区域として、中⼼エリアと丸⻲市境周辺が抽出されます。 

  

中⼼エリアは⼀団の 
ふさわしい区域に含まれる 

ネットワークの観点から 

条件に該当する区域 

コンパクトの観点から 

条件に該当する区域 

丸⻲市境周辺に⼀団の 
ふさわしい区域が⾒られる 
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■ふさわしくない区域の考え方 

国⼟交通省の都市計画運⽤指針において、下表に掲げる区域について都市機能誘導区域・居住誘導区域
に含まないとされています。これを基に、本市の都市機能誘導区域におけるふさわしくない区域を検討します。 
 

都市計画運⽤指針 本市におけるふさわしくない区域

含まない 

市街化調整区域 ― 
建築基準法第 39 条の災害危険区域のうち、条例により住宅
の建築が禁⽌されている区域 ― 

農業振興地域の整備に関する法律の農⽤地区域⼜は良好
な営農条件を備えている農地⼜は採草放牧地に政令で定め
るもの 

 ⽤途地域外の多くが農⽤地区域であり、国の⽅
針に準拠し、ふさわしくない区域に定めます 

⾃然公園法の特別地域  市域南部や⾹⾊⼭に特別地域があり、国の⽅
針に準拠し、ふさわしくない区域に定めます 

森林法の保安林の区域 市域南部に保安林があり、国の⽅針に準拠し、
ふさわしくない区域に定めます 

⾃然環境保全法の原⽣⾃然環境保全地域⼜は特別地区 ― 

森林法の保安林予定森林の区域 ― 

森林法の保安施設地区⼜は保安施設地区に予定された地
区 ― 

原則、 
含まない 

⼟砂災害特別警戒区域 わずかながら⼟砂災害特別警戒区域があり、国
の⽅針に準拠し、ふさわしくない区域に定めます 

津波災害特別警戒区域 ― 
災害危険区域（建築基準法第 39 条の災害危険区域のう
ち、条例により住宅の建築が禁⽌されている区域を除く） ― 

地すべり防⽌区域 ― 

急傾斜地崩壊危険区域 わずかながら急傾斜地崩壊危険区域があり、国
の⽅針に準拠し、ふさわしくない区域に定めます 

適当でない
と判断の上、
含まない 

⼟砂災害警戒区域 本市は危険性の低い平地が多いことから、⼟砂
災害警戒区域はふさわしくない区域に定めます 

津波災害警戒区域 ― 

⽔防法の浸⽔想定区域 
本市は平屋建ての住宅が多いことから、１階軒下
の浸⽔が想定される１ｍ以上を、ふさわしくない区
域に定めます 

都市洪⽔想定区域、都市浸⽔想定区域 ― 

災害の発⽣のおそれのある区域 

本市は危険性の低い平地が多いことから、砂防
指定地はふさわしくない区域に定めます 

 本市は平屋建ての住宅が多いことから、ため池の
浸⽔想定のうち１階軒下の浸⽔が想定される
１ｍ以上を、ふさわしくない区域に定めます 

慎重に判断
を⾏うことが
望ましい 

法令により住宅の建築が制限されている区域（⼯業専⽤地
域・流通業務地区等） ― 

条例により住宅の建築が制限されている区域（特別⽤途地
区・地区計画等のうち、条例による制限区域） ― 

過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せず、空
地等が散在している区域であって、⼈⼝等の将来⾒通しを勘
案して今後は居住の誘導を図るべきではないと市町村が判断
する区域 

― 

⼯業系⽤途地域が定められているものの⼯場の移転により空
地化が進展している地域であって、引き続き居住の誘導を図る
べきではないと市町村が判断する区域 

― 

その他 － ⼯業系⽤途地域は、引き続き⼯業の振興を図
ることとし、ふさわしくない区域に定めます 
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■ふさわしくない区域に関する各条件の該当区域 

災害は、⽤途地域外に広く想定されています。保安林・⾃然公園特別地域は、⾹⾊⼭・市域南部の⼤⿇⼭
などに指定されています。農⽤地区域は⽤途地域外において、広く指定されています。 

  

都市機能誘導にふさわしくない区域

（災害） 

基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

水害・土砂災害

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

砂防指定地

農用地区域

農用地区域・保安林・自然公園特別地域

保安林

自然公園特別地域

Ｎ

工業系用途地域

工業地域

準工業地域

浸水深（1.0m以上）

急傾斜地崩壊危険区域 0 3,000m1,000 2,000 

都市機能誘導にふさわしくない区域

（土地利用） 
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■ふさわしくない区域まとめ 

⽤途地域外については、ほとんどがふさわしくない区域となります。 
⼀⽅で⽤途地域内については、⼟砂災害等の危険性も低く、ふさわしくない区域は少なくなっています。 

 

 

中⼼エリアの多くは 
ふさわしくない区域に該当しない 

丸⻲市境 農業振興地域の
農⽤地区域により、 

ふさわしくない区域が多い 
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■都市機能誘導区域の対象区域 

  ふさわしい区域、ふさわ    区域   中⼼    都市機能誘導区域   適切 認められます。 
  そこで本市では、⽤途地域の中⼼エリア周辺を都市機能誘導区域として検討します。 
 

 

  

本市の都市機能誘導区域の対象区域
⽤途地域の中⼼エリア周辺を都市機能誘導区域の対象として検討します 

【再掲】ふさわしい区域まとめ 【再掲】ふさわしくない区域まとめ 
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■方針①からの絞込み 

「都市機能誘導区域の活性化 魅⼒ 向上 ⽬指  歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち」を⽬指し、商
業系⽤途地域  停⾞場線 中通  本郷通  善通寺⼤通 、⼤⾨通り線の５路線     都市機能誘導
区域に含めます。 

 

 

 

 

 

  

（３）都市機能誘導区域の設定 

 

◇商業系⽤途地域
幅広い建物⽤途 ⽴地が可能な商業地域 近隣商

業地域を都市機能誘導区域に含めることとします。 
ただし、沿道に商業系⽤途地域が指定されており、誘

導区域に設定すると⾶び地となる場合は、都市機能誘
導区域に含めないこととします。 
 
 
 
◇市街地回遊軸 

商店が連なり、これまでに都市機能 集積          衰退 激  停⾞場線、中通り、本
郷通り、善通寺⼤通り、⼤⾨通り線の５路線 都市機能誘導区域に含めることとします。 

    路線  徒歩 ⾃転⾞ 回遊    環境    努  他 沿道    商業 始    
都市施設 ⽴地 促進  賑   創出 努     

 
 

商業系用途地域 

（沿道型を除く） 

本郷通り 中通り 停車場線 

善通寺大通り 大門通り線 
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■方針②、方針③からの絞込み 

「居住誘導区域の若返  ⼈⼝増加を⽬指す ⼦育て・教育が盛んで活気あるまち」、「市全体の⽣活利便性
の向上を⽬指す 公共交通・公共施設 連携  便利     ⽬指  ⽤途地域 南⻄部 除 区域  拠点
的な都市施設を都市機能誘導区域に含めます。 

 

 

 

 

 

  

◇公共交通 
公共交通 利便性が⾼い区域を都市機能誘導区

域として検討します。⽤途地域    南⻄部を除く区
域が対象となります。 

 
 

 
 
◇拠点性の⾼い都市施設 

拠点的 都市施設 誘導区域 含       特 ⾏政機能 医療機能 福祉機能 ⼦育  教
育機能 ⽂化 交流機能等の都市施設を対象とします。なお、⼦育て・教育に対しては、中学校以上
の施設のほとんどが⽤途地域に含まれることから、中学校以上を対象とします。 

対象施設 
  ⾏政機能 善通寺市役所 

 医療機能 四国        医療     
【福祉機能】地域包括⽀援センター、社会福祉協議会 
【⼦育て・教育機能】⼦ども・家庭⽀援センター、善通寺市⽴東中学校 善通寺市⽴⻄中学

校、県⽴善通寺第⼀⾼等学校、四国学院⼤学 
 ⽂化 交流機能 善通寺市観光交流     善通寺市⽴図書館、善通寺市美術館、旧善

通寺偕⾏社 善通寺市総合会館 善通寺市⺠会館 

四国こどもとおとなの医療センター

駅500m圏

日便数10本以上の
バス停300m圏

善通寺市観光交流センター

【再掲】公共交通の

利便性が高い区域

四国学院大学

善通寺市立西中学校

子ども・家庭支援センター

善通寺市役所

善通寺市美術館

善通寺市立東中学校

県立善通寺第一高等学校

地域包括支援センター

旧善通寺偕行社

善通寺市総合会館 
社会福祉協議会 

善通寺市民会館

善通寺市立図書館
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■都市機能誘導区域 

前項までの検討結果を踏まえ、以下の区域を都市機
能誘導区域に設定します。都市機能誘導区域が⽤途
地域に占める割合は 23.5％です。 

なお、国は都市機能誘導区域について、⽤途地域の
50％以上となる場合は絞り込みが不⼗分としていますが、
その基準を満たしています。 

 

  

都市計画区域
（市域）

用途地域
都市機能
誘導区域

3,993ha 456.1ha 107.2ha

都市機能誘導区域の用途地域に占める割合

23.5％

都市機能誘導区域 

本郷通り 
停車場線 

善通寺大通り 

大門通り線

中通り 

※航空写真は、国⼟地理院「地理院タイル」を使⽤ 

総合計画・都市計画マスタープランの
中枢拠点地区（中心市街地）

ベースとなる区域

市街地回遊軸

歩行者・自転車軸

①商業系用途より抽出

都市機能誘導区域

②重要施設より抽出

基本事項

鉄道

用途地域
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都市機能誘導区域には、都市の⽇常⽣活に必要な機能を積極的に⽴地させていく必要があります。 
本市では以下の⽅針を基に誘導施設を検討します。 
 

 
 

◇設定の⽅針 
・誘導施設は、ないものを誘導するだけでなく、あるものを外に出さないという考え⽅も含まれます。 
・そのため誘導施設は、本市の都市機能誘導区域に集約すべき施設として、「現在、市内にないもしくは２
地区以内にしかない都市施設のうち、本市において拠点的な施設」を基本に検討します。 

・また３つの⽅針を達成するため、以下の機能を誘導する必要があります。 
  都市機能誘導区域 活性化 魅⼒ 向上 ⽬指  歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち 
   ⇒⽂化 交流 商業機能 拠点的 施設      維持・誘導する必要があります。 
  居住誘導区域 若返  ⼈⼝増加 ⽬指  ⼦育て・教育が盛んで活気あるまち 
   ⇒⼦育て・教育機能の拠点的な施設については、維持・誘導する必要があります。 
  市全体 ⽣活利便性 向上 ⽬指  公共交通 公共施設 連携  便利    
  ⇒⾏政 医療機能等 公共施設 拠点的 施設については、維持・誘導する必要があります。 

◇整備の⽅針 
・本市の都市機能誘導区域は、よりコンパクトな市街地を形成するために、中⼼エリアをベースとした⼩さい区
域としています。そのため誘導施設において、複合施設化 図     市街地 ⾼度利⽤ 図   。 

 市 誘導施設 整備      場合 基本的 都市機能誘導区域外  整備 ⾏           
◇届け出の⽅針 

・都市機能誘導区域外 誘導施設 整備      場合 ⺠間事業者 市 届 出 ⾏ 必要    
す。 

 届 出 誘導施設 該当  施設 ⽴地状況 管理    ⽬的 実施        必ずしも施設
の⽴地を制限するものではありません。  

（１）誘導施設の検討における方針 

誘導施設 ４-３ 

本市の誘導施設の検討における⽅針 
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■行政機能 

⾏政機能は、市役所が中⼼地区にあります。市役所は本市の拠点的な施設と考えます。 

 

 
 

■商業機能 

⻄部地区を除く、全ての地区にいずれかの商業施設があります。⼤型商業施設は拠点的な施設と考え、そのう
ち床⾯積１万㎡未満のものは誘導の必要があると考えます。 

 
 

  

（２）都市施設の立地状況 
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■医療機能 

⻄部地区、与北地区、吉原地区には眼科や⻭科を除く医療施設がありません。医療施設のうち病院について
は、都市機能誘導区域に⽴地すべきであり、誘導の必要があると考えます。 

 
 

 

■福祉機能 

東部郊外地区・吉原地区を除く、全ての地区にいずれかの福祉施設があります。これらの施設は⽇常⽣活に
必要なものであり、誘導・集約・拠点化の必要性がないと考えます。 
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■子育て・教育機能 

幼稚園・保育所（園）と⼩学校は全ての地区にあります。それ以外の⼦育て・教育施設は、中⼼地区・南部地
区にしかなく、少なくとも現状を維持する必要があります。 
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■文化・交流機能 

図書館・市⺠ホール・その他⽂化施設と観光・交流施設（集会施設を除く）は、中⼼地区だけにあります。これ
らの施設は本市の拠点的な施設と考えます。 
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前項までを踏まえ、本市の誘導施設について、以下のように設定します。 
⾏政機能 ・市役所は本市の拠点的な施設と考えます。 ◇市役所 

商業機能 

・中⼼エリアにおいては、既存の商店の活性化等
を含め、商業の賑わい再⽣が重要と考えます。 

・ただし、床⾯積 1 万㎡以上の⼤型商業施設に
ついては、交通や⼟地利⽤の問題が多いことか
ら、中⼼エリアへの⽴地は困難と考えます。 

◇⼤型商業施設 
（店舗⾯積 1,000 ㎡以上、 

床⾯積 1 万㎡未満） 

医療機能 
・医療施設のうち病院については、都市機能誘
導区域に⽴地すべきであり、誘導の必要がある
と考えます。 

◇病院（医療法第１条の５第１項に定める
20 ⼈以上の患者が⼊院できるもの） 

⼦育て・
教育機能 

・中学校以上の施設については、少なくとも現在
の場所から離れないようにする必要があります。 

◇中学校、⾼校（公⽴・私⽴）、 
⼤学・専⾨学校・特別⽀援学校 

⽂化・ 
交流機能 

・図書館・市⺠ホール・その他⽂化施設と観光・
交流施設（集会施設を除く）は、観光に強み
のある本市の拠点的な施設と考えます。 

◇図書館（図書館法第２条第１項に定め
るもの）・市⺠ホール・その他⽂化施設、
観光・交流施設 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）誘導施設の設定 

※ ⼤型商業施設の単位要件について、1,000 ㎡は⼤規模⼩売店舗⽴地法を根拠に「店舗⾯積」とし、１万㎡は建築基準法及び都市計画法を根拠に
「床⾯積」とします。 

◇ 店舗⾯積  関  （⼤規模⼩売店舗⽴地法 解説 第４版   抜粋） 
・この法律において、「店舗⾯積」とは、⼩売業（飲⾷店業を除くものとし、物品加⼯修理業を含む。）を⾏うため
の店舗の⽤に供される床⾯積をいう。 

・⼩売り店舗が⼤規模である場合、来客数や物流量が格段に⼤きくなることに着⽬したものである。したがって、本
法の適⽤対象となるには、⼩売業が⾏われる建物であることと、それが⼀定以上の⾯積を有することが必要とな
る。 

（補⾜）政令では、千平⽅メートルと定められている。⾞による来客数、物販に係る物流の量や頻度、廃棄物の
量等に着⽬し、⼤型店の⽴地が⽣活環境に与える影響を鑑みると、千平⽅メートル超の⼩売店舗で
は、それ以下の⼩売店舗に⽐して⼀段の違いが認められるため、適⽤対象となる店舗⾯積を千平⽅メー
トル超としている。 

 
◇「床⾯積」に関して（建築基準法施⾏令、都市計画法より抜粋） 
・床⾯積とは、建築基準法（昭和⼆⼗五年法律第⼆百⼀号）の⽤語によることとし、建築物の各階⼜はその⼀
部で壁その他の区画の中⼼線で囲まれた部分の⽔平投影⾯積をいう。（建築基準法施⾏令第⼆条第⼀項第
三号） 

・（開発整備促進区を定める地区計画）特定⼤規模建築物の整備による商業その他の業務の利便の増進が
図られることを⽬途として、⼀体的かつ総合的な市街地の開発整備が実施されることとなるように定めること。この
場合において、第⼆種住居地域及び準住居地域については、開発整備促進区の周辺の住宅に係る住居の環
境の保護に⽀障がないように定めること。（都市計画法第⼗三条第⼀項⼗四のハ） 

（補⾜）特定⼤規模建築物（本計画における⼤型商業施設を含む）とは、床⾯積１万㎡超の店舗、映画
館、アミューズメント施設、展⽰場等。 
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■居住誘導区域に想定される区域  
居住誘導区域   居住 誘導   区域   ⽴地適正化計画 定    区域     都市再⽣特別

措置法 基  制度    
国⼟交通省 都市計画運⽤指針      以下    区域 想定        

 
 
 

 

 
■居住誘導区域に関する届出制度 

住宅開発等 整備 動  把握  緩   誘導     居住誘導区域外    以下 ⾏為 ⾏     
場合   開発⾏為等 着⼿  30 ⽇前   原則   市  届出 義務付       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 
①３⼾以上 住宅 建築⽬的 開発⾏為 
②１⼾⼜ ２⼾ 住宅 建築⽬的 開発⾏為  

  規模 1,000m2 以上    
③住宅以外  ⼈ 居住 ⽤ 供  建築物   

条例 定     建築⽬的 ⾏ 開発⾏為
（例   寄宿舎 有料⽼⼈   等） 

 

居住誘導区域の概要・届出 ５-１ 

 都市機能や居住が集積している都市の中⼼拠点及び⽣活拠点並びにその周辺区域 
 都市 中⼼拠点及 ⽣活拠点 公共交通   ⽐較的容易             都市 中⼼拠点及 

⽣活拠点 ⽴地  都市機能 利⽤圏   ⼀体的   区域 
 合併前 旧町村 中⼼部等 都市機能 居住 ⼀定程度集積    区域 

 ① 例  
３⼾ 開発⾏為 

 

 ② 例  
1,300m2  

１⼾ 開発⾏為 
 

 ② 例  
800m2  

２⼾ 開発⾏為 

 
①３⼾以上 住宅 新築      場合 
②⼈ 居住 ⽤ 供  建築物   条例 定 

     新築      場合（例   寄宿
舎 有料⽼⼈   等） 

③建築物 改築  ⼜ 建築物 ⽤途 変更  
住宅等（① ②）   場合 

○建築等行為（居住誘導区域外） 

届  ① 例  
３⼾ 建築⾏為 
 

 ① 例  
１⼾ 建築⾏為 

 

届 

届 

不要

○開発行為（居住誘導区域外） 

不要

資料 国交省 改正都市再⽣特別措置法等      加⼯ 
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■①用途地域内のスポンジ化  
本市 ⽤途地域 ⾯積  都市計画区域（市域） 11.4％ ⼩         本市 旧陸軍   軍

都   発展       ⽤途地域内    公共施設⽤地 住宅⽤地 明確 区分        
   ⽤途地域 旧来 市街地 中⼼ 設定      前⾯道路 個々 敷地 狭            

居住 集積        現在  特 空 家 多      ⼈⼝減少 激          
⽤途地域⼈⼝ 市域 占  割合 36.65％    令和 22 年（2040 年）年時点   31.55％ 

 低下   予測      
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 都市計画区域（市域） 用途地域内 用途地域外 

面 積 3,993ha
456.1ha 

（11.42%） 
3,536.9ha
（88.58%）

可住地面積 1,844.72ha
235.16ha 
（12.75%） 

1,609.72ha
（87.26%）

人口 

平成 27 年 
（2015 年） 

32,927 人
12,067 人 
（36.65%） 

20,860 人
（63.35%）

令和 22 年推計 
（2040 年） 

26,650 人
8,408 人 
（31.55%） 

18,242 人
（68.45%）

人口 
密度 

平成 27 年 
（2015 年） 

17.85 人/ha 51.31 人/ha 12.96 人/ha

令和 22 年推計 
（2040 年） 

14.45 人/ha
35.75 人/ha 

（▲15.56 人/ha） 
11.33 人/ha

（▲1.63 人/ha）

用途地域 【再掲】空き家 

本市の居住に関する主な課題 ５-２ 

※可住地は、住宅⽤地・⽥・畑・その他の空き地（⻘空駐⾞場等）を設定。公共施設⽤地・商業⽤地・⼯業⽤地・道路⽤地等は含まない 
※⼈⼝は、GIS による計測値 
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■②開発の用途地域外への拡大  

本市   開発 ⽤途地域内 留    広 敷地 確保          本来開発 抑制   ⽤途
地域外  多 ⾏        

⽤途地域外     宅地開発  全体 78.85％ 新築  65.91％ 農地転⽤  78.46％ ⾏
      農地 ⾍⾷ 的 開発  優良 農地 喪失 無秩序 市街化           

このまま放置していた場合、⽤途地域内に   空洞化 ⽤途地域外の無秩序な市街地の拡⼤がますます
進展し、都市機能・公共交通・公共施設 衰退 ⾮効率化 顕著   おそれがあります。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

都市計画区域 

（市域） 
用途地域内 用途地域外 

開発行為 

（H24～H28） 

か所数 52 か所 
11 か所 

（21.15％） 

41 か所 

（78.85％） 

開発面積 13.15ha 
4.26ha 

（32.40％） 

8.89ha 

（67.60％） 

農地転用 

(H24～H29) 

か所数 325 か所 
70 か所 

（21.54％） 

255 か所 

（78.46％） 

転用面積 21.93ha 
3.75ha 

（17.10％） 

18.17ha 

(82.85％) 

新築 

(H24～H29) 

件数 748 件 
255 件 

（34.09％） 

493 件 

（65.91％） 

建築面積 5.79ha 
1.69ha 

（29.19％） 

4.10ha 

（70.81％） 

  

【再掲】宅地開発 【再掲】新築・農地転用 

新築状況

農地転用

資料 平成 29 年 ⾹川県都市計画基礎調査 

店舗（コンビニ等）

その他（事務所・事業所等）

住宅・駐車場

開発箇所

※⼩数点により合計が 100％とならない場合がある 
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■基本的な考え方 

前項  居住 関  ２  課題 踏    本市 居住誘導     以下 考 ⽅ 基本      
 
 
 
 

 
 

 

■基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居住誘導の考え方・検討フロー ５-３ 

■居住誘導の考え⽅  メリハリのあるまちに向けて  

◇⽤途地域内 
・⽤途地域内  道路・公園・下⽔道等のインフラが⼀定程度整備されている等、都市基盤が充実してい
ます。 

・そのため、災害の危険性が⾼い区域等を除いたうえで、基本的に居住を誘導することとします。 
・併せて、市街地 更新 適切に       令和３年（2021 年）以降 市 ＴＭＯ（      
ジメント機関。中⼼エリアを中⼼  商業      運営 管理  機関）等が主導しながら、都市のス
ポンジ化対策に積極的に取り組みます。 

⇒基本的に居住誘導区域に設定することとし、⾼い⼈⼝密度を⽬標とします 

◇⽤途地域外（⽤途地域縁辺部及びエリア拠点） 
・⽤途地域縁辺部や丸⻲市境等では、⽤途地域の指定      利便性 ⼀定程度確保     
す。これにより特に開発圧⼒ ⾼       。 

・こうした地域においては、⽤途地域へ取込むことを含め、秩序ある開発を進めることを検討します。またその
他の⽤途地域外 開発圧⼒の受け⽫として機能することについても考慮します。 

                    実現 向  東    ⻄    南    各    拠点 都市機能
や⼈⼝を集約することを検討します。 

⇒新  ⼟地利⽤ ⽅向性 検討       中程度 ⼈⼝密度 ⽬標とします 

◇⽤途地域外（周辺部） 
・⽤途地域外のうち周辺部においては、市街化を抑制し、農業をはじめとした⾃然的な⼟地利⽤を基本と
します。 

・⼀⽅で 公共交通     市内全域 網羅 、エリア拠点や中⼼エリアに容易 移動     可能に
    取 組  ⽣活利便性     確保    検討   。 

⇒農業を主体とした暮らしを維持することとし、やや低めの⼈⼝密度 ⽬標とします 
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■検討フロー 

本市  以下     基    居住誘導拠点区域 今後 ⼟地利⽤   ⽅ 検討     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

 

①居住誘導区域 ⽬標⼈⼝ 設定 

◇居住誘導区域の⽬標⼈⼝ 
⇒総合戦略の⽬標と整合を図るものとし、社会増加分を居住誘導区域に誘導 

◇現⾏ ⽤途地域  居住 含まない区域を除外 
⇒⼟地利⽤ 観点   居住誘導区域に含まない区域 
 （⼯業地域、保安林 ⾃然公園特別地域） 
⇒災害の観点から、居住誘導区域に含まない区域 
（⼟砂災害警戒区域、⼟砂災害特別警戒区域、砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区域、

⾦倉川・ため池の浸⽔想定区域） 

居住誘導区域・⽬標⼈⼝ 

 
 

 

 

②居住誘導区域    施策効果（都市     化対策） 検証 

◇区画再編による施策効果 
⇒対象街区     施策量 誘導⼈⼝ 

⽬標を算出 

◇空き家活⽤による施策効果 
⇒⽤途地域内の対象街区以外について、

施策量 誘導⼈⼝ ⽬標 算出 

施策による誘導⼈⼝ 

◇街区の作成 
⇒4m 以上 道路 河川 ⼭等 地形地物、⼟地利⽤種別等で街区を設定 

◇区画再編の対象街区の抽出 
⇒建 詰   狭⼩ 前⾯道路   区画再編が必要な区域を抽出 
 （住宅⼾数 30 ⼾/ha 以上、3m 以上道路 未接道住宅⼾数 30 ⼾以上、街区⾯積

 占  住宅 床⾯積 25%以上の全ての条件を満たす街区） 

⽬標⼈⼝に対して居住誘導区域に収容できない⼈⼝ 
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■含まない区域の考え方 

国⼟交通省 都市計画運⽤指針     下表 掲  区域    都市機能誘導区域 居住誘導区域
 含              基  本市    居住誘導区域 含   区域 検討     
 

都市計画運⽤指針 本市    含   区域

含    

市街化調整区域 ― 
建築基準法第 39 条 災害危険区域   条例   住宅
建築 禁⽌     区域 ― 

農業振興地域 整備 関  法律 農⽤地区域⼜ 良好 営
農条件 備    農地⼜ 採草放牧地 政令 定     

※本市  農地転⽤ 盛     農⽤地区域
 含   区域      

⾃然公園法 特別地域   市域南部 ⾹⾊⼭ 特別地域   国 
⽅針 準拠  含   区域 定    

森林法 保安林 区域  市域南部 保安林   国 ⽅針 準拠
  含   区域 定    

⾃然環境保全法 原⽣⾃然環境保全地域⼜ 特別地区 ― 

森林法 保安林予定森林 区域 ― 

森林法 保安施設地区⼜ 保安施設地区 予定   地区 ― 

原則  
含    

⼟砂災害特別警戒区域        ⼟砂災害特別警戒区域   
国 ⽅針 準拠  含   区域 定    

津波災害特別警戒区域 ―
災害危険区域（建築基準法第 39 条 災害危険区域   
条例   住宅 建築 禁⽌     区域 除 ） ― 

地   防⽌区域 ―

急傾斜地崩壊危険区域        急傾斜地崩壊危険区域   
国 ⽅針 準拠  含   区域 定    

適当   
 判断 上 
含    

⼟砂災害警戒区域  本市 危険性 低 平地 多     ⼟
砂災害警戒区域 含   区域 定    

津波災害警戒区域 ―

⽔防法 浸⽔想定区域 
 本市 平屋建  住宅 多     １階軒

下 浸⽔ 想定   １ｍ以上  含   区
域 定    

都市洪⽔想定区域 都市浸⽔想定区域 ―

災害 発⽣       区域 

 本市 危険性 低 平地 多     砂
防指定地 含   区域 定    

 本市 平屋建  住宅 多        池
 浸⽔想定   １階軒下 浸⽔ 想定  
 １ｍ以上  含   区域 定    

慎重 判断
 ⾏    
望    

法令   住宅 建築 制限     区域（⼯業専⽤地域
流通業務地区等） ― 

条例   住宅 建築 制限     区域（特別⽤途地区
地区計画等    条例   制限区域） ― 

過去 住宅地化 進     居住 集積 実現   空地等
 散在    区域     ⼈⼝等 将来⾒通  勘案  今
後 居住 誘導 図        市町村 判断  区域 

― 

⼯業系⽤途地域 定         ⼯場 移転   空地
化 進展    地域     引 続 居住 誘導 図    
    市町村 判断  区域 

― 

  他 － 
 ⼯業地域  引 続 ⼯業 振興 図    

  含   区域 定    
※準⼯業地域 含   区域      

（１）居住誘導区域に含まない区域 

居住誘導区域・目標人口の設定 ５-４ 
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居住誘導区域に含まない区域を、⼟地利⽤・災害の観点から抽出します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

居住誘導区域に含まない

区域（土地利用） 

居住誘導区域に含まない

区域（災害） 

資料 ⾹川県 平成 29 年都市計画基礎調査、⾹川県 提供資料、善通寺市 総合ハザードマップ（平成 29 年版） 

Ｎ

含まない区域（土地利用）基本事項

市域

都市計画区域

鉄道

用途地域

工業地域

保安林

自然公園
特別地域

土砂災害警戒区域

土砂災害特別警戒区域

砂防指定地

急傾斜地崩壊危険区域

ため池の決壊（1.0m以上）

金倉川の洪水（1.0m以上）

含まない区域（災害）
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◇浸⽔深     
 多  市町村   2.0m 以上 浸⽔深 ⽬安    居住
誘導区域 検討 ⾏       

 本市 ⽤途地域内  平屋建  住宅 多 ⾒      
1.0m 以上 居住誘導区域 含   区域      

浸水深 浸水程度の目安 
5.0m～ ２階の屋根以上が浸水 
2.0m～5.0m ２階の軒下まで浸水 
1.0m～2.0m １階の軒下まで浸水 
0.5m～1.0m 床上浸水（大人の腰までつかる） 
0～0.5m 床下浸水（大人の膝までつかる） 

 資料 国⼟交通省「川の防災情報」

◇浸⽔想定     
 本計画   以下 浸⽔想定区域 使⽤       

 ⾦倉川浸⽔想定区域（70 年 １度 降⾬） 
   池 決壊   浸⽔想定区域 

 現在 ⾹川県   想定   最⼤規模 降⾬   浸⽔想定区域図 作成      ⾦倉川     今後
発表   予定    次回改訂時           更新       考       

【再掲】70 年に１度の降雨（金倉川） 【参考】想定しうる最大規模の降雨（土器川） 

0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～2.0m未満の区域

想定浸水深（金倉川）

2.0m～5.0m未満の区域

0.5m未満の区域

0.5m～1.0m未満の区域

1.0m～3.0m未満の区域

想定浸水深（土器川）

3.0m～5.0m未満の区域

5.0m～10.0m未満の区域

資料 ⾹川県提供資料
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⽤途地域内においては、基本的に居住を誘導することとして、居住誘導区域 含   区域 除外  以下 
区域 居住誘導区域 設定     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）居住誘導区域 

居住誘導区域 

居住誘導区域 

居住誘導区域 

面 積          ： 412.06ha 

（用途地域に占める割合 ： 90.34％） 

可 住 地 面 積     ： 207.43ha 

（用途地域に占める割合 ： 88.21％） 
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■市域の目標人口 

市域 ⽬標⼈⼝      趨勢型（       読      時代 流  意味  ）  検討 前
提    社⼈研 公表    値（平成 30 年推計） 使⽤          

 
 
 
 

 

 

■居住誘導区域の目標人口 

社⼈研推計値  社会増減 考慮   封鎖⼈⼝ 差 ▲2,296 ⼈      総合戦略   毎年 
社会増減 ０⼈      ⽬標 掲     本計画      令和 3 年（2021 年）  令和 22 年
（2040 年）   20 年間 社会増減 0 ⼈   ＋115 ⼈／年 居住誘導区域 呼 込         

＋115 ⼈／年 増加 20 年間継続  令和 22 年（2040 年）時点 合計 2,296 ⼈ 誘導  場合 
居住誘導区域 ⼈⼝ 10,142 ⼈          現在 ⼈⼝   1,057 ⼈ 減少       既成
市街地 最低限 要件   40 ⼈／ha  維持         

 

区域 
平成 27年（現在） 令和 22年（社人研推計） 令和 22年（目標） 

人口・ 
人口割合 

可住地密度 
人口・ 

人口割合 
可住地密度

人口・ 
人口割合 

可住地密度 

市域 
（都市計画区域） 

32,927 人 
17.85 人/ha 

26,650 人 
14.45 人/ha

26,650 人 
14.45 人/ha 

（100％） （100％） （100％） 

用途地域内 12,067 人 
51.31 人/ha 

8,408 人 
35.75 人/ha

10,704 人 
45.52 人/ha 

（36.65％） （31.55％） （40.17％）

居住誘導区域 11,199 人 
53.99 人/ha 

7,846 人 
37.82 人/ha

10,142 人 
48.89 人/ha 

（34.01％） （29.44％） （38.06％）

用途地域外 20,860 人 
12.96 人/ha 

18,242 人 
11.33 人/ha

15,946 人 
9.91 人/ha 

（63.35％） （68.45％） （59.83％）
 

 

 

  

（３）居住誘導区域の目標人口 

（参考）都市計画運⽤指針  ⼈⼝密度 基準 

市街化区域 住宅⽤地 ⼈⼝密度      ⼟地 ⾼度利⽤ 図   区域      １ha
当たり 100 ⼈以上、その他の区域にあっては１ha 当たり 80 ⼈以上 ⽬標   ⼟地利⽤密度 低 
地域であっても１ha 当たり 60 ⼈以上とすることを基本とすることが望ましい。 

既 市街化    区域     地形  他 地理的条件 都市基盤施設 配置 形状等   
 現状  多  住宅 建築     困難     等 理由   上記 ⽰ ⼈⼝密度 参考数値
 適⽤    場合   現在 市街地 地区毎 ⼈⼝密度 把握    市街地 具体的 整備 
⽅向 ⽰         踏   将来 地区毎 ⼈⼝密度⽬標 設定     ⽅策 考      

ただし、この場合でも規則に定める既成市街地の基準である１ha 当たり 40 ⼈を下回らないこととすべ
きである。（本市には市街化区域がないため、⽤途地域が該当） 

（参考）⽴地適正化計画作成 ⼿引   将来推計⼈⼝ 考 ⽅ 

・都市の将来を展望するにあたっては、「都市計画運⽤指針」に⽰しているとおり 趨勢型   国⽴社
会保障・⼈⼝問題研究所（社⼈研）が公表している将来推計⼈⼝の値を採⽤すべきであり、仮に
市町村が独⾃の推計を⾏     社⼈研 将来推計⼈⼝の値を参酌すべきかと考えています。 

※総⼈⼝ 社⼈研 将来推計⼈⼝ 固定     ⽤途地域外⼈⼝  市域  ⽤途地域内⼈⼝ 差 引  値    
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■街区の作成 

本市      ⽤途地域内     化 課題    
      解決 向   区画再編 空 家活⽤ ２  
市街地改善事業 ⾏    必要 考        施策
     街区単位 必要性 判断       ⽤途地域
内 街区単位 分割    中⼼    住宅⽤地    
  100m 四⽅           同様 規模    
  留意     

 
 
 
 
 
  

（１）街区の作成・区画再編の対象街区の抽出 

 

街区 

居住誘導区域内での施策効果の検証 ５-５ 

 4m 以上 道路（場合    2m    3m  道路 使⽤） 
 河川 ⼭等 地形地物 
 ⼟地利⽤種別 異  境界線 

道路 

街区の作成 

区画再編の 

対象街区 

空き家活用の 

対象街区 

街区

（計212街区）

5.5m以上

4.0ｍ～5.5m未満

3.0m～4.0m未満

3.0m未満
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■区画再編の対象街区の検討 

区画再編については、住宅が密集しており、また前⾯道路が狭いなどの建替えの更新が特に進まない地区に
おいて実施することとします。具体的には以下の条件より、対象街区を抽出します。 

 
 
 
 
 

  

 

 

 
 

③街区面積に占める住宅の床面積の割合 

◇区画再編事業の対象街区 （下記の条件をすべて満たす街区を抽出） 
① 住宅⼾数が 30 ⼾/ha 以上 （密集市街地の定義に該当）  
② 3m 以上道路の未接道住宅⼾数が 30 ⼾以上 （３項道路の 2.7m 以上を満たさないもの） 
③ 街区⾯積に占める住宅の床⾯積が 25%以上 （⽤途地域内において特に建て詰まりが顕著） 

①街区単位の住宅戸数 ②街区単位の３ｍ以上道路の未接道住宅戸数

※住宅、共同住宅、店舗等併⽤住宅、店舗等併⽤共同住宅、宿泊施設を抽出 

①～③の評価まとめ

30戸～40戸未満

40戸以上

30戸未満

30戸～40戸未満

40戸以上

30戸未満

すべての
条件を満たす街区

上記以外の街区

25～30％未満

30％以上

25％未満
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■区画再編の対象街区の抽出 

前項  検討結果 踏   上    以外 街区 特 必要性 ⾼ 区域   善通寺６丁⽬(2) 追
加   ＤＩＤ  外  ⽣野町地区 除外  以下 区画再編 対象街区      
 

 

 

  

対象街区の詳細 

街 区 数        ： 14 街区 

面 積          ： 23.96ha 

（用途地域に占める割合 ： 5.25％） 

住宅戸数         ： 1,158 戸 

（用途地域に占める割合 ： 16.73%） 

②

① 

③

④ 

⑤ 

⑥

⑦

⑧ 

⑨ 

⑩

⑪

⑫

⑬ 

⑭

①上吉田町 1丁目 

②上吉田町３丁目(1)

③上吉田町３丁目(2) ④善通寺町１丁目 

⑤善通寺町２丁目 ⑥善通寺町３丁目 

⑦善通寺町５丁目(1)

⑧善通寺町５丁目(2)

⑨善通寺町６丁目(1) ⑩善通寺町６丁目(2)

⑪善通寺町６丁目(3)

⑫善通寺町７丁目 

⑬南町３丁目 

⑭生野本町２丁目 

※航空写真  国⼟地理院 地理院     使⽤
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■区画再編の施策量の目標 

対象街区 区画再編     令和 3 年（2021 年）        ⽬標年次   令和 22 年（2040
年）   完了     ⽬標     事業⽤地  対象街区内 空 家 空 地 駐⾞場 活⽤      
    

現在 対象街区内     空 家 194 ⼾   約 31,573 ㎡ 敷地      空 地 52  所   
約 12,409 ㎡ 敷地      駐⾞場 89  所   約 27,163 ㎡ 敷地      駐⾞場      
引 続 必要      考         １⼈当  駐⾞場⾯積 算出  ⼈⼝減少分   事業⽤地  
 活⽤         具体的   現在 対象街区内⼈⼝ 1,263 ⼈       令和 22 年（2040
年） 972 ⼈    予測        現状 １⼈当  駐⾞場⾯積 21.50 ㎡ 基 20,898 ㎡ 必要
分   残  上  6,265 ㎡ 事業⽤地   活⽤     

      事業⽤地      50,247 ㎡ ⾒込      １年単位 施策量 2,512 ㎡      
 
 

■区画再編による住宅供給量の目標 

１年単位 施策量  対象街区 公共⽤地（道路 公園） 不⾜分 除外  残  ⾯積 対   市 
開発要件     １敷地 150 ㎡ 単位  ⼾建  住宅 整備         公共⽤地 不⾜分  住
宅街区    ⼟地区画整理事業 ⼀般的 基準値   25% ⽬標   算出     

対象 14 街区 ⾯積 約 239,567 ㎡ 公共⽤地⾯積 44,160 ㎡  公共⽤地率 18.43%   
     25%   59,892 ㎡   不⾜分 15,732 ㎡   公共⽤地 必要整備量 １年単位 787
㎡      

１年単位 施策量 2,512 ㎡  787 ㎡ 差 引  1,725 ㎡ 区画再編 実施  市 開発要件 
150 ㎡ 単位   施策   年間 住宅供給量 ⽬標 12 件      

 
 

 
■空き家活用による住宅供給量の目標 

空 家活⽤  総合戦略 施策量 基 算出         具体的    空 家   登録制度登録件
数 10 件／年  対象   空 家    登録        改修 補助制度 充実   ⾏  ⼈⼝ 誘導
 結            
 
  

（２）区画再編・空き家活用の施策量・誘導人口の目標 

１年単位 施策量 ＝ （空 家 ＋ 空 地 ＋（駐⾞場－必要⾯積））  ⽬標年次   年数 

施策による住宅供給量 ＝ （１年単位 施策量 － 公共⽤地 不⾜分） 
  市 開発要件   ⽬標年次   年数 

空き家活⽤量 ＝ 空 家   登録件数 
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■１世帯当たり人口の推移 

施策   誘導⼈⼝      本市 １世帯当  ⼈⼝ 参考 算出    １世帯当  ⼈⼝    
   実績 基  令和 22 年（2040 年）   値 推計          今後 20 年間 平均値 ⽤
    推計 以下 表       １世帯当  ⼈⼝ 値 2.22 ⼈／世帯      

 
 

■施策による誘導人口まとめ・居住誘導区域に収容できない人口 

     検討     施策   誘導⼈⼝ 算出    本市   今後 区画再編 12 件／年 空 
家活⽤ 10 件／年 良好 住宅 創出       １世帯当  ⼈⼝ 値 掛      施策 49 ⼈
／年 誘導     ⽬標      

    総合戦略 ⽬標 基   居住誘導区域    年間⽬標 ＋115 ⼈ 対  66 ⼈⾜      
     居住誘導区域  ⽤途地域  居住誘導区域 含   区域 除  区域 指定         
⽤途地域外 良好 居住環境 整備     検討     

  

善通寺市 実績

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

人口（人） 37,361 36,413 35,495 33,817 32,927

世帯数（世帯） 12,724 13,149 13,288 12,987 12,977

１世帯当たり人口（人／世帯） 2.94 2.77 2.67 2.60 2.54

推計

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

令和2年 令和7年 令和12年 令和17年 令和22年

人口（人） － － － － －

世帯数（世帯） － － － － －

１世帯当たり人口（人／世帯） 2.41 2.32 2.22 2.13 2.03

平均世帯人口（人／世帯） 2.22

施策   誘導⼈⼝ ＝ 施策   住宅供給量   本市 １世帯当  ⼈⼝ 
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■用途地域・居住誘導区域の方向性 

今後 市 主導 下 居住誘導区域 年間 115 ⼈ ⼈⼝ 誘導       区画再編 空 家活⽤     
市街地 更新 努    ⼀⽅        溢  ⼈⼝  ⽤途地域外 収容  必要 出          
   ⼈⼝ 収容  ⽤地 ⽤途地域縁辺部 賄        候補地  今後⽤途地域 編⼊  上  居住誘
導区域 含          

■用途地域外の方向性（エリア拠点） 

現在       拠点 ８ 設定        本計画 ⽬指 将来都市構造 基      市内 ４    
 拠点  集約  都市機能 交通   ⼈⼝ 拠点化 集約化 図                 拠点 ⾶ 地
的 ⽤途地域 設定 検討     

   ⽤途地域 設定 当     新  開発 容認         既 市街地化    場所 基本   
    ⼈⼝密度      令和 22 年（2040 年）時点  現在 居住誘導区域 40 ⼈／ha 以上 ⽬指 
       ⼀⽅      地域     ⽐較的     居住環境 整備       30 ⼈／ha 程度 ⽬指
         

■用途地域外の方向性（用途地域縁辺部・エリア拠点以外の地域） 

       都市 ⽬指  今後 市街地 拡⼤ 抑制         具体的       地域     市街
地 拡⼤     ⼤型商業施設 抑制 ⽬的    特定⽤途制限地域    居住 抑制 図  居住調整地
域  設定 検討     

 
■今後の土地利用の目指す姿 

以上 考 ⽅ 図 ⽰  以下         居住誘導区域    拠点 ⼈⼝ 集約    特  公共
交通 結節点    機能     拠点      居住誘導区域 同様  今後優先的 都市基盤等 整
備          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）本市の土地利用の今後の方向性 

このままだと 
目指す姿 

今後の土地利用のイメージ 



 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

具体施策の検討 
 

 

  

第６章 
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「都市機能・観光」の⽅針を達成するため、施策の⽅向性として、「市街地内を結ぶ回遊軸の強化」、「新庁
舎・図書館を中⼼とした市街地の魅⼒の向上」、「地域資源を結ぶ観光の拠点整備」を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）関係性の強い現状・課題及び施策の方向性 

「都市機能・観光」の具体施策 ６-１ 

 市全域  都市機能誘導区域（中⼼エリア） 

◇回遊性 
・⾨前町として栄えた商業地の活性化を図るために、
駅   回遊性 ⾼  徒歩 ⾃転⾞ 買   
等を楽しめる市街地にする必要がある。 

・駅からのアプローチを強化し、観光客の購買意欲を
⾼める等の取り組みが必要。 

 市街地  移動⼿段     ⾃動⾞ 多    
おり、鉄道やバスはほとんど使われていない。 

◇都市機能の集積 
・新庁舎 図書館 市⺠      他⽂化施設 善
通寺駅周辺 集中  ⽴地      

・市庁舎が JR 善通寺駅より200mの市中⼼部で建
替えられる予定である。 

◇商業の衰退 
・本市で従業する就業者数は減少し続けている。 
・商業の販売額は減少傾向にあり、特に⼩売業で
減少が顕著である。 

 
 
 
 
 
 

◇観光の状況 
・市内には、四国⼋⼗⼋ヶ所霊
場第 72 番から第 76 番まで
５つの四国霊場札所が点在
している。 

・中⼼部には、総本⼭善通寺・
観光交流    等 拠点 
  施設 ⽴地      

・中⼼部のおしゃべり広場では
観光パンフレットやレンタサイク
ルも常備されている。 

 
市街地内を結ぶ 
回遊軸の強化 

 
地域資源を結ぶ 
観光の拠点整備 

 
新庁舎・図書館を中⼼と 
した市街地の魅⼒の向上 

施策の⽅向性１ 施策の⽅向性２ 施策の⽅向性３ 
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■市街地内を結ぶ回遊軸の強化に関する具体施策 

 市街地    商店等 空 店舗化  新  商業施設 IC周辺 国道沿        ⾞型 都市構造
              市街地内 回遊軸 強化  多  ⼈ 賑   歩     市街地 ⽬指  以下 
具体施策 展開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）具体施策 

－ 具体施策 － 
 
◇観光施設 商店街 連携   中⼼    回遊性 向上 

 中⼼    観光施設 商店街       化 
 観光客       流動 回遊性 向上 
 観光施設及 商店街 双⽅ 活性化 
               設置 

◇市街地景観    
 花    修景  花      事業（       事業          活動事業） 実施  
 瀬⼾内国際芸術祭 併      活   景観    

施策 ⽅向性１ 

市街地内 結 回遊軸 強化 

視点１ 
回遊性 

⾚字 新規施策 
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■新庁舎・図書館を中心とした市街地の魅力の向上に関する具体施策 

市庁舎は建替えが予定されており、市街地の活性化に向け、新庁舎建設がきっかけとなることが求められます。
そこで、新庁舎と新たに整備される図書館を中⼼に、市街地の都市機能を再編し、さら  魅⼒ 向上 努 る
こととし、以下の具体施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
－ 具体施策 － 

◇図書館 充実 
 図書館資料 充実 地域 情報収集 発信 企画展 開催 
 講演会 継続 学習 機会 提供 四国学院⼤学  連携 
 新図書館 整備 他施設  複合化 
 

◇中⼼市街地 活性化 
 関係機関  連携 強化 空 店舗対策事業   施策 実施（中⼼市街地活性化事業 空 

店舗等活⽤⽀援事業） 
 中⼼市街地 既存商店等 ⽀援 
     等 ⾝近 商業施設 誘導 

⾚字 新規施策 

新庁舎 図書館 中⼼   市街地 魅⼒ 向上 
施策 ⽅向性２ 視点２ 

都市機能 
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－ 具体施策 － 

 
◇新  観光      周遊    開発 

 市内 点在  複数 観光資源 組 合   新  観光      周遊    開発（旧善通寺偕⾏
社 ⾚   倉庫 有岡古墳群  ） 

 旅⾏商材 開発 新  地域資源 発掘 
◇⽂化       充実 

 魅⼒  ⽂化⾏事 企画 開催    市⺠  協働 
 既存施設 活⽤  多様 芸術 ⽂化 鑑賞  機会 活動成果 発表  機会 充実 

◇⽂化財 活⽤ 
 啓発活動 講座 展⽰  ⽂化財 対  市⺠  意識 向上 
 ⽂化財 通  情報発信 交流活動  活⽤ 
 ⽇本遺産  登録 推進 

◇芸術 ⽂化団体 指導者 育成 
 各種芸術 ⽂化団体 育成 ⽀援 
 指導者        育成 確保 
 市⺠ ⾃主的 芸術 ⽂化活動 ⼀層 活発化 促進 

◇観光          育成 
 観光   養成講座 開講 
 TMO 等 連携         （⼈材）育成 

◇観光拠点 充実 
  遍路   観光客 市⺠ 集 交流 情報発信 拠点 ⽬指 善通寺市観光交流          

実施 観光情報 発信 
 善通寺市観光交流      ⾜湯 供待（    ） 湯  運営 
 公共交通結節点    観光案内機能 充実 
 IT 機能 活⽤  観光 周遊機能 充実 

◇広域観光 推進 
 近隣市町 ⺠間事業者等 組織  広域観光       強化 
 国 進  新  地域観光事業推進主体（⽇本版 DMO） 動向 注視 
 県外   観光 交流⼈⼝ 拡⼤ 
 中讃   広域  周遊      

■地域資源を結ぶ観光の拠点整備に関する具体施策 

市の商業販売額が減少する等、活気が失われ
つつあるなかで、本市には５つの札所を始め、多く
の歴史・⽂化の観光資源があります。そこで、本市
の豊富な歴史・⽂化の拠点整備・ネットワークの
構築等を図り、より多くの⼈が本市に訪れたくなる
よう、以下の具体施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域資源を結ぶ観光の拠点整備 

⾚字 新規施策 

施策 ⽅向性３ 視点３ 
観光拠点 
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「居住・⼈⼝」の⽅針を達成するため、施策の⽅向性として、「空き家と空き地の活⽤促進」、「⺠間主体の開
発の促進」、「若い⼈が市内に留まる環境づくりの推進」、「郊外部における開発の抑制・適地への誘導」を定めま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）関係性の強い現状・課題及び施策の方向性 

「居住・人口」の具体施策 ６-２ 

 
空き家と空き地の 

活⽤促進 

 
若い⼈が市内に留まる 

環境づくりの推進 

 市全域 

 
⺠間主体の 
開発の促進 

 
都市機能誘導区域・居住誘導区域 

（中⼼エリア・⽤途地域） 

◇地価の動向 
 全体    平成２年（1990 年） 平成７年
（1995 年）をピークに減少し続けている。 

◇空き家・空き地の状況 
・⽤途地域内の空き家数は 1,522 ⼾ ⽤途地域外
の空き家数は 616 ⼾ 計 2,138 ⼾ 空 家  
る。特に⽤途地域の古くからの市街地で多くなってお
り、市街地の⼈⼝減少、賑わいの低下に繋がってい
ると考えられる。 

 

◇開発動向 
・開発⾏為 ⽤途地域内 11 か所、⽤途地域外で
41 か所、農地転⽤は⽤途地域内で 70 件、⽤途
地域外で 255 件、新築は⽤途地域内で 255 件、
⽤途地域外で 494 件といずれも⽤途地域外の⽅
が多い。 

◇⼦育て・教育機能 
・幼稚園・保育所（園） 市内 広 範囲 ⽴地 
ている。 
 本市   卒業    若 ⼈ 仕事 求  市外
に出ていくことが多く、20 代 流出 最 多   

◇労働状況 
・本市の労働⼈⼝は減少し続けている。 
 本市 労働⼈⼝    丸⻲市 三豊市 働 ⼈
は横ばい傾向にあるのに対して、市内で働く⼈が減
少している。 

 
郊外部における開発の 
抑制・適地への誘導 

施策の⽅向性１ 施策の⽅向性２ 

【再掲】空き家の分布 

施策の⽅向性３ 施策の⽅向性４ 
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■空き家と空き地の活用促進に関する具体施策 

古    ⾨前町   発展  市街地     空 家 空 
地 多    有効活⽤            空 家 空 地
 集約 活⽤     市街地  居住 活動 可能性 ⾼ 
   努       以下 具体施策 展開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）具体施策 

 
－ 具体施策 － 

 
◇空 家 活⽤     事業 推進 
◇移住 定住 関            事業 推進 

 新  都市     確⽴  魅⼒ 住             移住 定住 関  情報  映像 
  利⽤  広 市内外 発信 

          醸成 地域             育成 
◇住   受⼊体制 整備 

 住宅 建設       対  ⽀援制度 充実 空 家情報 発信 
 三世代同居 推進策 検討 空 家 利活⽤ 検討 
 市外在住者   移住 定住 促進 

⾚字 新規施策 

空 家 空 地 活⽤促進 
施策 ⽅向性１ 

視点１ 
空き家・ 
空き地 
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■民間主体の開発の促進に関する具体施策 

財政縮⼩ ⼈員削減等 背景   ⾏政単体 地域    難  
状況          ⺠間 主体   地域    気運 ⾼  ⾏
政 ⺠間 ⼀体    市街地更新 ⽬指  以下 具体施策 展
開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⾚字 新規施策 
 

－ 具体施策 － 
 
◇創業 起業 促進 

 事業店舗等 改修費補助   経済的⽀援 
 関係機関  連携⽀援 
 区画再編等           創出 担 ⼿   ⼈材 団体 育成 
 

◇低未利⽤⼟地利⽤等指針 検討 
 既成市街地 再編 検討 
          駐輪場 集配⽤    待機場所等 整備 

⺠間主体 開発 促進 
施策 ⽅向性２ 視点２ 

⺠間開発 

⾚字 新規施策 
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－ 具体施策 － 

 
◇結婚 希望  男⼥  ⽀援 

 地域団体 ⺠間事業者等  連携   男⼥ 出会  機会 創出 
◇妊娠期   切 ⽬   ⽀援体制 構築 

 不妊治療 対  ⽀援  出産 ⼦育   総合的 ⽀援体制 構築 
 ⼦育     環境    推進 

◇保育     充実 
 多様化      対応     特別保育 充実 
 保育環境改善    施設整備 

◇学校教育 充実 
 学⼒ 向上 特別⽀援教育 推進 ⼼ 問題  対応 ⼦   安全 確保 学校教育施設 設備 

整備充実 教育機器 整備 学校教育 充実 
 IT 企業 専⾨学校等 連携  IT 教育 推進 

◇雇⽤就業機会 確保 
        商⼯会議所等 関係機関 市内事業所 連携  既存事業所 ⽀援 就職相談 情

報提供 職業斡旋   集  雇⽤ 安定 雇⽤機会 拡充 推進 
 定住⾃⽴圏域就職⾯接会 開催 
 外国⼈労働者 雇⽤促進 

◇市内産業 活性化⽀援  
 ⺠間住宅     ⽀援     市内 ⺠間需要 創出 
 商⼯会議所  連携 融資資⾦ 預託   商⼯振興事業 
 観光産業 ⼀体    雇⽤ 創出 
         活⽤  ⾷産業 育成 

◇勤労者福祉 充実 
 市内 勤労者 対  ⽣活 住宅 ⾵⽔害等 災害特別融資 資⾦ ⾦融機関 預託  

◇市内企業 ⼤学 専⾨学校 連携  雇⽤ 結    

■若い人が市内に留まる環境づくりの推進に関する具体施策 

⼤学 専⾨学校 ⾃衛隊等    多  若 ⼈ 市内 在住  
  ⼀⽅ 卒業 異動等 市外 流出          働 機会 
創出 ⼦育  教育 機能充実 図  若 ⼈ 住 続    思 
   ⽬指      以下 具体施策 展開     
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

若 ⼈ 市内 留  環境    推進 
施策 ⽅向性３ 

⾚字 新規施策 

視点３ 
雇⽤・⼦育
て・教育 
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■郊外部における開発の抑制・適地への誘導に関する具体施策 

⽤途地域 都市     化 進展  ⼀⽅ ⽤途地域外   
 ⼈⼝ 増加 ⾒      市街地 拡⼤ 進          
開発圧⼒ ⽤途地域内等 誘導  郊外部    農⽤地 守  
   市街地 拡⼤ 抑制       以下 具体施策 展開  
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
－ 具体施策 － 

 
◇農地 保全 活⽤ 

 遊休農地 解消 向  （公財）善通寺市農地管理公社 活⽤ 
 （公財）⾹川県農地機構 連携  農地 流動化 集積化 

◇⽤途地域等 都市計画制度 検討 
 特定⽤途制限地域 拡⼤検討 
 ⽤途地域 拡⼤検討 
 地区計画 積極的 活⽤ 

 

郊外部における開発の抑制・適地への誘導 

⾚字 新規施策 

施策 ⽅向性４ 
視点４ 

開発抑制 
 誘導 
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「連携・地域」の⽅針を達成するため、施策の⽅向性として、「誰もが使いやすい公共交通への再編」、「地域に
おける拠点の整備」、「誰もが暮らしやすい地域⽣活圏の構築」を定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）関係性の強い現状・課題及び施策の方向性 

「連携・地域」の具体施策 ６-３ 

 市全域 

◇都市施設の状況 
 ⽤途地域内外 問   都市機能 広 分散     ⼀⽅公共施設  維持管理費⽤ 縮減 ⽬標 
し、今後 35%の総延床⾯積の縮減を⽬標          中 公共施設 ⽴地     考慮    集
約していくことが求められる。 

 市 拠点施設             公共交通 利便性等 考慮  中⼼部 集約    必要     
◇公共交通・連携 

 市内          市⺠   運⾏        琴参   丸⻲         三豊市       
    鉄道           少      ⽇便数 ５便 満       多    利便性 ⾼  
い。 

・地域と市街地を結ぶ公共交通の再編、公共交通の強化等が必要である。 
◇バリアフリー 

・市街地中央部を中⼼に、⽇常⽣活や社会⽣活におい
 市⺠   利⽤ 多 公共的 施設 集中    
地域を重点整備地区と設定している。 

◇拠点および連携軸 
・本市は、１つの中枢拠点と８つのコミュニティ拠点が位
置づけられている。 

・８つのコミュニティ拠点はそれぞれ中枢拠点と連携軸で
結ばれており、誰もが移動しやすい交通環境の整備を⽬
指している。 

 
誰もが使いやすい 

公共交通への再編 

 
誰もが暮らしやすい 
地域⽣活圏の構築 

 
地域における拠点の整備 

施策の⽅向性１ 施策の⽅向性２ 施策の⽅向性３ 
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■誰もが使いやすい公共交通への再編に関する具体施策 

鉄道 利⽤者 減少    鉄道 乗 換      ⾏      等 公共交通が利⽤者     応  
れていません。そこで、地域 交通結節点 設  市街地 強⼒ 結    公共交通    暮     都市
を⽬指し 以下 具体施策 展開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）具体施策 

 
－ 具体施策 － 

 
◇公共施設 最適化 推進 

 施設 更新 統廃合 含  公共施設 効率的 運営管理 
◇国道 県道 整備要請 

 県道善通寺詫間線及 県道⻄⽩⽅善通寺線 事業中    引 続 国 県 対  整備要望 
⾏  

◇市道 整備 
 市道    計画的 効率的 事業 推進 安全 道路整備 維持管理 

◇安全 快適 道    推進 
 安全 道路環境 維持 

◇瀬⼾内中讃定住⾃⽴圏  連携 推進 
 限   ⾏政資源 有効 活⽤  多様化  住⺠    効果的 対応     中讃地域２市

３町（丸⻲ 善通寺 琴平 多度津     ） 瀬⼾内中讃定住⾃⽴圏  連携 推進 
◇市内        強化 

 公共施設 連携  乗換結節点 整備 
 善通寺駅    拠点性 強化 
 乗換        等 検討 
     型交通 検証 

⾚字 新規施策 

誰  使    公共交通  再編 
施策 ⽅向性１ 視点１ 

公共交通 
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■地域における拠点の整備に関する具体施策 

８つの⽣活圏ごとにコミュニティ拠点が分散しており、地域の拠点性が弱い他、公共施設の維持費⽤も増⼤し
ています。そこで、これからも地域の中で⽇常⽣活ができるよう、地域の拠点を明確にし、都市機能の再編・集約
を進めることとして 以下 具体施策 展開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
－ 具体施策 － 

 
◇      施設 充実 

 地域提案型事業    地区公⺠館 ⼩学校   教育関連施設 利⽤  防災訓練      
 推進   各種事業 実施 既存施設 有効活⽤ 

◇      施設 統廃合 複合化 検討 
 公共施設等総合管理計画 基   着実 実施 

地域における拠点の整備 
施策 ⽅向性２ 視点２ 

地域  
拠点 

⾚字 新規施策 
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■誰もが暮らしやすい地域生活圏の構築に関する具体施策 

⼈⼝減少・⾼齢化の進展などから、地域でのつながりが希薄化してい
    ⽣活 不便              こで、8 つの⽣活圏を再
編することにより、⽣活圏の機能やつながりをより強固なものにしていくよ
う努め 以下 具体施策 展開     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ 具体施策 － 

 
◇地域包括       推進 

 地域包括⽀援        24 時間体制  総合相談窓⼝ 各種介護予防事業 実施 
 ⺠⽣委員 児童委員 地区社会福祉協議会  連携 ⾼齢者等⾒守  SOS        ⾒守 

     事業   地域    ⾒守 体制 充実 
 ⾼齢者 障  者 ⼦     枠 外  地域共⽣ 地域 ⽀ 合  向  包括的 ⽀援 推進 

◇良好 住宅地 形成 
 昭和 56 年（1981 年）5 ⽉ 31 ⽇以前 旧耐震基準 建    住宅     耐震診断 耐震

改修 補助⾦ 交付 
 未接道住宅 解消 
 災害 強 居住地 形成 

◇                 
 ⾼齢者 障  者 活動範囲 拡⼤            両⾯ ⺠間事業者  連携 図  市

⺠ 利⽤  施設       化 推進   
       法 基  基本構想 特定経路 検討 

誰  暮     地域⽣活圏 構築 
施策 ⽅向性３ 

視点３ 
⽣活圏 

⾚字 新規施策 
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⽬標 効果

 
 

第７章 
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■基本的な考え方 

⽬標・効果  本計画 定  基本⽅針 具体施策 基 検討     
具体施策 ⽬標 効果     連続      具体施策 実施      ⽬標（      ） 達成 

           ⽬標 達成       効果（     ） 達成      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■目標・効果の進捗管理 

本計画は約 20 年後 令和 22 年（2040 年） ⽬標年次  
        ５年 １            
 本計画 基  施策 実施状況 確認 ⽬標 効果 達成状況
 評価 検証 ⾏  上  ⾒直  改善 図 ＰＤＣＡ     
繰 返       ⽬標 効果 実現 ⽬指     
  

目標・効果の考え方 ７-１ 

【⽅針１】都市機能・観光 
歴史 ⽂化 活⽤  回遊して楽しいまち 

【⽅針２】居住・⼈⼝ 
⼦育  教育 盛  活気     
 

【⽅針３】連携・地域 
公共交通 公共施設 連携  便利    
 

⽅向性１ 市街地内を結ぶ回遊軸の強化 
⽅向性２ 新庁舎・図書館を中⼼とした市街地の

魅⼒ 向上 
⽅向性３ 地域資源を結ぶ観光の拠点整備 

⽅向性１ 空き家と空き地の活⽤促進 
⽅向性２ ⺠間主体 開発 促進 
⽅向性３ 若 ⼈ 市内 留  環境    推進
⽅向性４ 郊外部における開発の抑制・適地への

誘導 

⽅向性１ 誰もが使いやすい公共交通への再編 
⽅向性２ 地域における拠点の整備 
⽅向性３ 誰もが暮らしやすい地域⽣活圏の構築 

都
市
機
能
・
観
光
の
具
体
施
策 

連
携
・
地
域
の
具
体
施
策 

居
住
・
⼈
⼝
の
具
体
施
策 

本
計
画
で
達
成
す
る
効
果 

都
市
機
能
・
観
光
の
⽬
標 

連
携
・
地
域
の
⽬
標 

居
住
・
⼈
⼝
の
⽬
標 

Plan（事業計画 策定） ⽴地適正化計画 策定 改訂 
Do（事業 実施） 具体施策等 実施 
Check（評価 検証） 達成状況 評価 検証 
Action（改善） 検証結果 応  計画 ⾒直  
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■目標の基になる基本方針・具体施策の方向性 
都市機能 観光 基本⽅針 具体施策 ⽅向性 以下 通    賑     市街地 形成     市

⺠ 観光客 徒歩 ⾃転⾞ 買 物 ⽂化活動等 楽   市街地              
 
 
 
 
 
 
 
 

■目標① 
本市 商業集積地区 売 上   年々減少 続      特 ⾚⾨筋 京町 中通  衰退 顕著  

             市街地内 回遊性 ⾼  観光客 地域 住⺠ 買 物         具体施策
 展開            

    都市機能 観光 ⽬標①     商業集積地区 売 上 増加  設定     
 
 
 
 
 

 

■目標② 
ＪＲ善通寺駅  総本⼭善通寺     本計画 市街地回遊軸 設定  特 重点的 施策 実施  

             区間  図書館機能 持  新庁舎 建設 予定      賑      努     
       

    都市機能 観光 ⽬標②     新庁舎前 市街地回遊軸（停⾞場線） 歩⾏者 ⾃転⾞通⾏
者数 増加  設定     
 
 
 
 

  

（１）「都市機能・観光」の目標 

目標 ７-２ 

 
 

 
 
 

１．市街地内を結ぶ回遊軸の強化    ２．新庁舎 図書館 中⼼   市街地 魅⼒ 向上 
３．地域資源を結ぶ観光の拠点整備 

具体施策の⽅向性 

【基本⽅針】 
都市機能誘導区域 活性化 魅⼒ 向上 ⽬指  歴史・⽂化を活⽤した回遊して楽しいまち 

【⽬標①】 商業集積地区 売 上 増加 

現況値（平成 26 年） ⽬標値（令和 22 年） 

912 万円 1,000 万円 

【⽬標②  新庁舎前 市街地回遊軸（停⾞場線） 歩⾏者 ⾃転⾞通⾏者数 増加  

現況値（令和元年） ⽬標値（令和 22 年） 

2,069 ⼈/⽇ 2,500 ⼈/⽇ 

 

※秘匿値分 本町 鎌倉町 ⼤通 銀天会 含    
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■目標の基になる基本方針・具体施策の方向性 
居住 ⼈⼝ 基本⽅針 具体施策 ⽅向性 以下 通    ⽤途地域内 ⼈⼝減少 ⾼齢化 若 世代

 流出 抑制      空 家 空 地 活⽤ ⼦育  教育機能 充実 図           
 
 
 
 
 
 
 
 

■目標① 
現在 居住誘導区域内  狭 敷地 前⾯道路 問題    建 詰   発⽣             

  居住誘導区域 都市     化対策 実施  市街地 再編等 取 組          今後    
住     市街地 居住誘導区域内  形成       前提  低下 続  ⼈⼝密度 緩   回復 
    ⽬指       

    居住 ⼈⼝ ⽬標①     居住誘導区域内 ⼈⼝密度 低下 抑制  設定     
 
 
 
 
 

■目標② 
本市   今後 居住誘導区域内 中⼼    積極的 住宅施策 展開              受 

  地域 住⺠    市 住宅施策 状況     満⾜度 向上 図      予想      
    居住 ⼈⼝ ⽬標②     市 住宅施策 状況     満⾜度 向上  設定     

 
 
 
 

  

（２）「居住・人口」の目標 

 
 

 
 
 

１．空き家と空き地の活⽤促進    ２．⺠間主体 開発 促進 
３．若 ⼈ 市内 留  環境    推進    ４．郊外部における開発の抑制・適地への誘導 

具体施策の⽅向性 

【基本⽅針】 
居住誘導区域 若返  ⼈⼝増加 ⽬指  ⼦育て・教育が盛んで活気あるまち 

 ⽬標①  居住誘導区域内 ⼈⼝密度 低下 抑制 

現況値（平成 27 年） ⽬標値（令和 22 年） 

53.99 ⼈/ha 48.89 ⼈/ha（社⼈研推計 37.82 ⼈/ha） 

【⽬標②  市 住宅施策 状況     満⾜度 向上 

現況値（令和元年） ⽬標値（令和 22 年） 

32.2％ 50.0％ 
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■目標の基になる基本方針・具体施策の方向性 
連携 地域 基本⽅針 具体施策 ⽅向性 以下 通    ⾃動⾞     便利 都市 ⽬指  ⽣活

圏単位  都市機能 集約     併  公共交通 再編 ⽬指           
 
 
 
 
 
 
 
 

■目標① 
本市   狭 市域 無料 市⺠   網羅              少   ⽇便数 ５便 満    

   多    利便性 ⾼   ⾔   状況   鉄道          結節 良        利⽤者
数 減少 続          状況 受  本計画  公共交通 関  拠点整備 再編 取 組     
      

    連携 地域 ⽬標①     公共交通 利⽤者増加  設定     
 
 
 
 
 
 
 

■目標② 
本市 公共施設等総合管理計画   効率的 財政運営 ⽬指   建築系施設 総延床⾯積  令和

27 年（2045 年）   35%縮減           ⼀⽅  本計画  ８        拠点 ４   
  拠点 集約          公共施設     必要 応  統合       考       

    連携 地域 ⽬標②     公共施設 建築系施設    総延床⾯積 縮減  設定     
 
 
 
 

  

（３）「連携・地域」の目標 

 
 

 
 
 

１．誰もが使いやすい公共交通への再編    ２．地域における拠点の整備 
３．誰もが暮らしやすい地域⽣活圏の構築 

具体施策の⽅向性 

【基本⽅針】 
市全体 ⽣活利便性 向上 ⽬指  公共交通 公共施設 連携  便利    

 ⽬標①  公共交通 利⽤者増加 

現況値（   平成 29 年 JR 平成 28 年） ⽬標値（令和 22 年） 

    56,852 ⼈ 
JR  524,880 ⼈ 

    60,000 ⼈ 
ＪＲ 600,000 ⼈ 

 

【⽬標②  公共施設 建築系施設    総延床⾯積 縮減 

現況値（平成 27 年） ⽬標値（令和 22 年） 

163,493 ㎡ 29％縮減（公共施設等総合管理計画 令和 27 年  
35%縮減⽬標 経過年数 按分） 
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前項   都市機能 観光   居住 ⼈⼝   連携 地域       ⽬標 達成      実現 ⽬指 
効果     善通寺市 住 続    思 市⺠ 割合増加  設定     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 

効果 ７-３ 

 善通寺市 住 続    思 市⺠ 割合増加 

現況値（令和元年） ⽬標値（令和 22 年） 

79.8％ 90.0％ 

 

新庁舎前の市街

地回遊軸（停車

場線）の歩行

者・自転車通行

者数の増加 

商業集積地区の

売り上げ増加 

居住誘導区域内

の人口密度の 

低下の抑制 

公共交通の 

利用者増加 

公共施設の建築

系施設における

総延床面積の 

縮減 

市の住宅施策の

状況についての

満足度の向上 
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事 項 内 容 等 時 期 

第１回 

策定検討委員会 

■立地適正化計画とは 

■善通寺市の現状・課題の中間報告 

平成 30年 

3 月 29 日 

平成 30年度第１回 

善通寺市都市計画審議会 

（報告事項） 

立地適正化計画策定の着手について（概要） 

平成 30年 

5 月 14 日 

第２回 

策定検討委員会 

■善通寺市の現状・課題の取りまとめ報告 

■目指す都市像・基本方針（案） 

■都市機能誘導区域・誘導施設（素案） 

平成 30年 

7 月 19 日 

第１回 

国土交通省（本省） 

現地視察・意見交換 

■善通寺市の現状・課題の事前確認 

■データ分析について意見交換 

■策定の流れについて意見交換 

■都市機能誘導区域・誘導施設条件の確認 

平成 30年 

10 月 12 日 

第３回 

策定検討委員会 

■都市機能誘導区域・誘導施設（案） 

■居住誘導区域（素案） 

■具体施策（素案） 

 

平成 31年 

3 月 5 日 

第２回 

国土交通省（本省） 

現地視察・意見交換 

■誘導区域の確認 

■公表に先行する都市機能誘導区域の一部用途

地域変更等についての意見交換 

令和元年 

5 月 29 日 

パブリックコメント（中間案） 

（都市再生特別措置法第 81 条第 17 項） 

令和元年 7月 8日 ～ 令和元年 8 月 6日 

令和元年度第１回 

善通寺市都市計画審議会 

（報告事項） 

善通寺市立地適正化計画（中間案）について 

令和元年 

8 月 22 日 

第４回 

策定検討委員会 

■居住誘導区域（案） 

■具体施策（案） 

■目標・効果（素案） 

令和元年 

10 月 29 日 

第５回 

策定検討委員会 

■目標・効果（案） 

■善通寺市立地適正化計画（素案） 

■届け出の手引き（素案） 

令和元年 

12 月 24 日 

パブリックコメント（案） 

（都市再生特別措置法第 81 条第 17 項） 

令和元年 12 月 27日 ～ 令和 2年 1月 26 日 

令和元年度第２回 

善通寺市都市計画審議会 

（審議事項） 

善通寺市立地適正化計画について（諮問） 

令和 2年 

2 月 3 日 

第６回 

策定検討委員会 

■善通寺市立地適正化計画（最終報告） 

■届け出の手引き配布 

令和 2年 

3 月 26 日 

法定公表 

（都市再生特別措置法第 81 条第 18 項） 

令和 2年 3月 31日 

  

（１）策定の流れ 

策定の流れ・体制 ８-１ 
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■設置要綱 

（目的及び設置） 

第１条 善通寺市立地適正化計画（都市再生特別措置法(平成 14年法律第 22号)第 81 条第 1 項の規定に基

づく立地適正化計画(以下「計画」という。)）の策定及び文京町二丁目近隣エリアの地域地区（都市計

画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条に規定される地域、地区又は街区(以下「地域地区」という。)）

の見直し方針に関し、広く意見を聴取し、様々な観点から必要な事項を検討するため、善通寺市立地適

正化計画等策定検討委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（1) 計画の策定及び地域地区の見直しに必要な事項の調査、検討及び審議に関すること。 

（2）計画案の作成に関すること。 

(3) その他委員会の目的達成に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 10 名以内で組織する。 

２  委員は、都市計画、建築、経済、医療、福祉、教育、子育て、高齢者、地域交通及び地域づくりに知

見を有する者のうち、次に掲げる者の中から市長が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 関係団体及び市民を代表する者 

(3) その他市長が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、第１条に掲げる目的を達成するまでの間とする。 

（会議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 

２ 会議の議長は、委員長をもって充てる。 

３ 会議は、委員の過半数の出席により成立する。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところによる。 

５ 委員長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見又は説明を聴くことができる。 

（代理人の出席） 

第７条 会議に出席できない委員は、所属する組織より委員長の承諾を得て代理人による出席ができるも

のとする。 

（市長への報告） 

第８条 委員長は、委員会における調査、検討、審議等の結果について市長に報告する。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、都市整備部土木都市計画課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

    

 

附 則  この要綱は、平成３０年２月２８日から施行する。 

 

  

（２）善通寺市立地適正化計画等策定検討委員会 
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■第１回名簿（平成 30 年３月 29 日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者・地域交通 
 

塚本文 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：加藤光宏（都市整備部 部長） 白川哲雄（土木都市計画課 課長） 

法兼聖二（土木都市計画課 課長補佐） 佐々木理恵（土木都市計画課 係長） 

本庄勉（土木都市計画課 技師） 

 

■第２回名簿（平成 30 年７月 19 日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学創造工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者・地域交通 
 

塚本文 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：大西一夫（都市整備部 部長） 白川哲雄（土木都市計画課 課長） 

山田大介（土木都市計画課 課長補佐） 本庄勉（土木都市計画課 主任技師） 

森川芳美（土木都市計画課 主事） 
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■第３回名簿（平成 31 年３月５日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学創造工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者・地域交通 
 

荒金恵太 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：大西一夫（都市整備部 部長） 白川哲雄（土木都市計画課 課長） 

山田大介（土木都市計画課 課長補佐） 本庄勉（土木都市計画課 主任技師） 

森川芳美（土木都市計画課 主事） 

 

■第４回名簿（令和元年 10 月 29 日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学創造工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者 
 

荒金恵太 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：大西一夫（都市整備部 部長） 山田大介（土木都市計画課 課長） 本庄勉（土木都市計画課 係長） 

森川芳美（土木都市計画課 係長） 
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■第５回名簿（令和元年 12 月 24 日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学創造工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者 
 

荒金恵太 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：大西一夫（都市整備部 部長） 山田大介（土木都市計画課 課長） 本庄勉（土木都市計画課 係長） 

森川芳美（土木都市計画課 係長） 

 

■第６回名簿（令和２年３月 26 日） 

氏 名 所属 種別／専門分野 備 考 

紀伊雅敦 香川大学創造工学部 
学識経験者 

都市計画 
委員長 

池田裕美 香川県建築士会中讃支部 
学識経験者 

建築・地域づくり 
副委員長 

田所一隆 善通寺商工会議所 
市民代表 

経済 
 

小野一郎 善通寺市医師会 
市民代表 

医療 
 

武田裕司 善通寺市社会福祉協議会 
市民代表 

福祉 
 

三宅秀樹 善通寺市 PTA 連合会 
市民代表 

教育・子育て 
 

香川あけみ 善通寺市保健福祉部高齢者課 
関係団体 

高齢者 
 

荒金恵太 
国土交通省四国地方整備局 

建政部都市・住宅整備課 

関係団体 

行政 
 

都村仁 香川県土木部都市計画課 
関係団体 

行政 
 

事務局：大西一夫（都市整備部 部長） 山田大介（土木都市計画課 課長） 本庄勉（土木都市計画課 係長） 

森川芳美（土木都市計画課 係長） 
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■委員会の様子 

  

第１回 第２回 

第３回 第４回 

第５回 第６回 
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◇空 家            
空 家物件 売却 賃貸 希望  所有者  情報提供 受  市  空 家     登録  物件情報

  ⾹川県 不動産事業団体 協⼒  開設  専⽤       掲載  市内  移住 希望  ⽅ 情報
 提供      

 
 

 

◇可住地        
居住可能 条件 備  ⼟地     

◇急傾斜地崩壊危険区域                     
崩壊  恐    急傾斜地（傾斜度 30 度以上 ⼟地）  崩壊   相当数 居住者  他 者 

危害 ⽣  恐    地域      隣接  地域  
◇狭  道路           

⾞   違    困難  交通 ⽀障   狭 道路     

◇居住誘導区域               
住宅 誘導   区域   本計画 定  区域 ⼀定        ⼈⼝密度 維持        ⽣活

            持続的 確保      ⽬的     
◇公共施設等総合管理計画                        

地⽅公共団体 所有  全  公共施設等 対象  地域 実情 応   総合的  計画的 管理  
計画  

◇⾼齢化率          
65 歳以上 ⾼齢者⼈⼝（⽼年⼈⼝） 総⼈⼝ 占  割合  

◇           
住⺠ 移動⼿段 確保     ⾏政等 事業主体    運⾏  路線       

◇         
都市 中⼼部 様々 都市機能 集約  都市 密 構造   政策 考 ⽅  集約型都市構造    

  ⾼齢化 ⼈⼝減少 進 中  持続可能 都市 ⽬指 試   

  

用語集 ８-２ 

あ ⾏

  ⾏
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◇GIS         
地理情報     略称 ⼟地 関  様々 情報       上 管理  地図   作図 表⽰  等 

機能     
◇地   防⽌区域             

地        極  ⼤  地域及     隣接  地域    地    助⻑ 誘発  ⼀定 ⾏為
 制限   区域  
◇⾃然公園地域             

優  ⾃然 ⾵景地    保護   利⽤ 増進 図 必要   地域    ⾃然公園法 基   国
⽴公園 国定公園及 都道府県⽴⾃然公園 定       相当 地域  

◇⾃然公園特別地域                 
⾃然公園地域    特 規制 強  ⼯作物 設置 ⽊ 伐採等 制限     地域  

◇⾃然増減/社会増減         /         
出⽣数  死亡数 差 引     ⾃然増減 転⼊数 転出数 差 社会増減     

◇浸⽔想定区域              
降⾬   河川 氾濫  場合等 浸⽔ 想定   区域  

◇森林地域          
森林 ⼟地   利⽤   ⼟地    林業 振興⼜ 森林 有  諸機能 維持増進 図 必要   

地域    森林法 規定  国有林 区域   地域森林計画 対象   ⺠有林 区域   定    
   相当 地域  

 
 

 

◇第１次産業    １       
産業分類 ⼀     原材料 ⾷料   最 基礎的 ⽣産物 ⽣産 関  産業  農林⽔産業   

    
◇第２次産業    ２       

産業分類 ⼀     製造業 建築業 鉱⼯業       

◇第３次産業    ３       
産業分類 ⼀     商業 運輸 通信 ⾦融 公務     業 電気    ⽔道業       

  

  ⾏

  ⾏
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◇地域包括ケアシステム  ちいきほうかつケアシステム 
住まい・医療・介護・予防・⽣活⽀援等が⼀体的に提供され、⾼齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが

出来るようにするシステム。 
◇TMO  ティーエムオー 

中⼼市街地活性化法に基づき、市町村の商業関係者が組織する機関。市町村の基本計画にのっとり、中⼩
⼩売商業⾼度化事業構想を策定する。それを具体化した事業計画が国の認定を受けることによって、補助⾦や
免税措置などの⽀援措置を受けることができる。タウンマネージメント機関、まちづくり機関、認定構想推進事業者
ともいう。 
◇DID  ディーアイディー 

「⼈⼝集中地区」とも⾔う。⼈⼝密度が 4,000 ⼈/km 以上の地区が互いに隣接し、それらの⼈⼝の合計が
5,000 ⼈以上となる地区。本計画では、⼀部において 40 ⼈/ha 以上で表⽰している。 
◇低未利⽤地  ていみりようち 

⼟地利⽤がなされていないもの、または個々の⼟地の⽴地条件に対して利⽤形態が社会的に必ずしも適切で
ないものをいう。例えば市街地内の更地や⻘空駐⾞場など。 

◇デマンド型交通  デマンドがたこうつう 
定時・定路線のバス運⾏に対して、事前に予約を⾏うことにより、指定された区域内を運⾏する輸送サービス。 

◇特定⽤途制限地域  とくていようとせいげんちいき 
良好な環境の形成や保持のため、その地域の特性に応じて合理的な⼟地利⽤が⾏われるよう、市町村の条例

によって制限すべき特定の建築物等を定めた地域のこと。 

◇都市機能誘導区域  としきのうゆうどうくいき 
医療・福祉・教育⽂化・商業・⾏政など、都市機能を担う施設を誘導すべき区域として本計画で定める区域。

都市機能を集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る。 

◇都市計画運⽤指針  としけいかくうんようししん 
⾃治体が都市計画制度を適切に活⽤できるよう、都市計画の原則や参考となる考え⽅、基準等を国が⽰した

もの。本計画でも、誘導区域の設定等において参考としている。 

◇都市計画区域  としけいかくくいき 
都市計画制度上の都市の範囲。都⼼の市街地から郊外の農地や⼭林のある⽥園地域に⾄るまで、⼈や物の

動き、都市の発展を⾒通し、地形などから⾒て⼀体の都市として捉える必要がある区域のこと。  

◇都市計画区域マスタープラン  としけいかくくいきマスタープラン 
都道府県が都市計画区域ごとに都市計画の⽬標、区域区分の⽅針、⼟地利⽤、都市施設、市街地開発、

⾃然的環境の保全に関して、広域的・根幹的視点に⽴った都市計画の基本的な⽅針を定めたもの。 

◇都市計画審議会  としけいかくしんぎかい 
都市計画の決定に必要な調査審議を⾏うため、学識経験者・議員・⾏政機関の代表・住⺠の代表等で構成

される審議会。  
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◇都市計画道路  としけいかくどうろ 
健全で⽂化的な都市⽣活と機能的な都市活動が確保されるよう、都市の基盤的施設として都市計画法に基

づいて都市計画決定した道路のこと。 

◇都市計画法  としけいかくほう 
都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、都市計画の内容と決定⼿続、都市計画制限、都市計画事

業等に関する事項を定めた法律。 
◇都市公園  としこうえん 

都市公園法に基づき設置された公園または緑地。⽬的によって様々な種別の公園・緑地がある。 

◇都市再⽣特別措置法  としさいせいとくべつそちほう 
都市機能の⾼度化及び都市の居住環境の向上を図るため平成 14 年に定められた法律。⺠間による都市開

発や市街地の整備に関する事業への⾦融⽀援等を規定している。 

◇都市施設  とししせつ 
円滑な都市活動を⽀え、都市⽣活者の利便性の向上を図り、良好な都市環境を確保するために必要な施設

のことで、主なものに、道路、公園、下⽔道などがある。 
◇都市のスポンジ化  としのスポンジか 

都市の内部において空き家、空き地等が⼩さな敷地単位で時間的・空間的に無規則に相当程度の分量で発
⽣すること及びその状態。 

◇⼟砂災害警戒区域  どしゃさいがいけいかいくいき 
急傾斜地の崩壊等が発⽣した場合に住⺠等の⽣命または⾝体に危害が⽣ずる恐れがあると認められ、警戒避

難体制を特に整備すべきとして指定された区域。 

◇⼟砂災害特別警戒区域  どしゃさいがいとくべつけいかいくいき 
⼟砂災害警戒区域のうち、特に著しい危害が⽣ずる恐れがあると認められ、開発⾏為の制限や建築物の構造

の規制をすべきとして指定された区域。 
◇⼟地区画整理事業  とちくかくせいりじぎょう 

⼟地区画整理法に基づき、都市計画区域内の⼟地について道路・公園等の公共施設の整備及び宅地の利
⽤増進を図るために⾏う、⼟地の区画形質の変更や公共施設の整備に関する事業。市街地開発事業の１つに
位置づけられる。 

◇届出制度  とどけでせいど 
⼟地の区画形質の変更、建築物の建築などを⾏うに当たって、事前に届出を必要とする制度。本計画において

は、都市機能誘導区域外・居住誘導区域外での開発等に適⽤される。 
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◇農業振興地域               
農業振興地域 整備 関  法律 基   農業地域 保全 形成 農業振興施策 計画的 推進 図

   都道府県知事 指定  区域     

◇農⽤地区域           
農業振興地域    農地    農業基盤 整備 進  区域   設定   宅地転⽤ 宅地転⽤⽬

的 売却 禁⽌     区域  
 
 

 

◇        
防災対策 ⽬的    ⾃然災害   被害 予測    被害範囲 地図化      

◇          
公的機関 計画 策定        等         等 活⽤  広 住⺠  意⾒ 情報 改善案等 

求  ⼿続      意⾒ 考慮    計画 最終決定 ⾏   

◇封鎖⼈⼝          
出⽣ 死亡   変化   仮定  場合（男⼥年齢別転⼊出者数 差 0    場合） ⼈⼝     

◇保安林        
⽔源   養 ⼟砂 流出 崩壊 防備等   指定   ⽴⽊ 伐採 ⼟⽯ 採掘 開墾   他 ⼟地

 形質 変更  ⾏為 制限     森林  
 
 

 

◇          
⾃動⾞ 普及  ⽇常⽣活  ⾃動⾞使⽤ ⼀般化        

  

  ⾏

  ⾏

  ⾏
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◇誘導施設          
居住者 福祉 利便性 増進  機能 持  施設    特 誘導 必要性 ⾼ 施設   本計画 定

  施設  
◇⽤途地域         

計画的 ⼟地利⽤ 進 種々 建築物 混在    防    建築物 ⽤途    地域 区分  建築
物 ⽤途 制限     主 住居系 商業系 ⼯業系 分  1３種類 ⽤途地域 設定          

  ⾏
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